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事例企業 

 Ａ社は、資本金１千万円、従業員15名（正社員５名、アルバイト10名）の蕎麦店

である。同じ蕎麦店からのれん分けした近隣の蕎麦店Ｘ社（正社員４名、アルバイ

ト８名）を経営統合することになり、どのように経営統合を進めていくべきか、中

小企業診断士に相談してきた。 

 

解法手順 

手順１ 事例全体の内容をつかむ 

手順２ 設問ごとの関連性を構造的に検討する 

手順３ 設問ごとに、出題の要旨を推論し、基本理論を活用して解答を導く 

 

手順１ 事例全体の内容をつかむ 

（開業当初） 

自前で打つ、コシの強い蕎麦が人気を博した。出前中心の営業を展開し、地域住

民を取り込むことで、リピート客を増やしていった。県道沿いの立地で、高度経済

成長によって自家用車の普及とともにマイカーで来店する顧客も増えた。付近に

飲食店がほとんどなかったことから、蕎麦以外のメニューを加え、まちの食堂的

な役割を担うようになっていった。 

 

（1980年代） 

 店舗周辺の宅地化が急速に進み、地域人口が増えるに従って、来店客、出前の件

数ともに増加。店舗規模を拡大し、駐車場の規模も拡大した。1980年代末には売上

高が１億円に達し、従業員の数も20名に増加した。 

 

（1990年代半ば～2000年代） 

近隣に競合店が多数現れるようになり、昼食の顧客需要が奪われ、バブル経済

崩壊とも重なって、売上高が減少。一時的に従業員は家族とアルバイトだけとな

り、サービスの質の低下を招いた。 

 2000年代初頭に入社に現経営者である先代の長男が入社した時は、売上高が５

千万円にまで低下していたことから、売上高拡大のため、総花的なメニューを見

直し、蕎麦に資源を集中、出前を廃止する等の施策を行った。 

令和５年度解答・解説 
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 2005年までに売上高は７千万円にまで改善され、借り入れも完済したが、他方

で従業員の業務負荷が高まり、離職率が高くなった。また、新規のメニューの開発

力も弱く、効率重視で、接客サービスが粗雑なことが課題であった。 

 

（2010年代） 

 先代が経営から離れ、現経営者に引き継がれ、経営方針を見直し、商品とサービ

スの質を高めることで、差別化を行った。具体的には、メインの客層を地元のファ

ミリー層に絞り込み、個室やボックス席を中心とした店舗改装、原材料を厳選し、

価格の引き上げ、看板となるオリジナルメニューの開発である。一方、原材料の仕

入れが不安定になり、新たな供給先の確保が必要となりつつある。 

社内に関しては、正社員を増やして育成を行い、仕事を任せていった。経営者の

下に接客、厨房、管理の３部体制とし、リーダーを配置してアルバイトを統括させ

た。会社として目指す方向性を明確にし、目的意識の共有や意思の統一を図るチ

ームづくりを行った。その結果、チームとして相互に助け合う土壌が生まれ、従業

員が定着するようになった。接客においては、自主的に問題点を提起し解決する

ような風土が醸成された。現経営者に引き継がれてから売上は回復し、2015年以

降、安定的に利益を確保している。一方、原材料の高騰と、常連顧客の高齢化によ

り、新たな顧客層の取り込みが課題である。 

 

（経営統合するＸ社について） 

Ｘ社はＡ社から３kmほどの距離に位置し、一見の駅利用者や通勤客をターゲッ

トとしており、Ａ社よりは客単価を抑えて顧客回転率を高めるオペレーションで、

接客やサービスは省力化されている。 

原材料の調達は、地元産の高品質な原材料をも扱う生産者と直接取引をしてい

る食品卸売業者より仕入れている。 

社内の従業員の業務は、厨房、接客、管理の担当制があり、業務ルーティンで運

営されている。担当業務に専念するのみで横のつながりが少なく、淡々と日々の

ルーティンをこなしている。 

10年前に駅の構内の商業ビル内に大手外食チェーンが進出し、急速に客足が鈍

くなり売上高も減少し始めていた。価格競争は難しく、商品やサービスの差別化

が必要である。仕事がきついことを理由に離職率も高く、常にアルバイトを募集

する必要があった。 

近年では、地域の食べ歩きを目的とした外国人観光客や若者が増え始め、公共
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交通機関を利用する来訪者が目立つ。 

 

事例全体の設問テーマ 

第１問 統合前の強みと弱みの分析 

第２問 現経営者が行っきた戦略上の差別化の内容と狙いの分析 

第３問 経営統合に先立つ留意点の助言 

第４問（設問１）経営統合過程のマネジメントとして、組織統合の進め方の助言 

（設問２）経営統合過程のマネジメントとして、事業展開についての助言 

 

手順２ 設問ごとの関連性を構造的に検討する 

 本事例のテーマは、経営統合である。 

第１問は、統合前のＡ社の強みと弱みが問われている。強み、弱みは第４問（設

問２）の経営統合後の事業展開（成長戦略・競争戦略）の前提となり、経営統合後

のシナジーの発揮において、強みを生かし、弱みを克服することを考える。 

第２問は、現経営者が行ってきた戦略上の差別化の内容と狙いの分析である。

現経営者が行った差別化戦略が成功し、Ａ社の売上は回復した。詳細は後述のロ

ジカル・チャートと解説で確認いただきたいが、第４問（設問１・設問２）の経営

統合後の事業展開ではＸ社の売上回復が重要課題となり、そのためにはＡ社が採

った戦略をＸ社でも展開することが現実的な方法である。解答内容自体は独立し

て考えればよいが、この点で関連性はある。 

第３問は、経営統合に先立つ留意点の助言である。第４問（設問１・設問２）を

実行していく上での前提となる。 
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手順３ 設問ごとに、出題の要旨を推論し、基本理論を活用して解答を導く 

 第１問は、「統合前」の内部環境分析である。強み、弱みに関連する情報は年代

毎に与件文中にわかりやすく記載されており、この時点について注意しながらま

とめればよい。 

 第２問は、Ａ社の現経営者が行った差別化戦略の内容と、その効果についての

分析問題である。第２問も与件文を丁寧に読んでいけば、解答はまとまる。 

 第３問は、経営統合に先立っての留意点についての助言問題である。１次知識

のＭ＆Ａの主な留意点を念頭に与件文を読み解くと、Ａ社はチームとして助け合

う企業風土であるのに対して、Ｘ社は、担当業務に専念するのみで横のつながり

が少なく、淡々と日々のルーティンをこなしている企業風土で、大きく異なって

いる。統合後の事業戦略を実行・実現していくには、企業風土の融合が最重要課題

となる。 

 第４問設問１は、組織の統合の進め方についての助言問題である。第３問の留

意点を踏まえ、短期と中長期の２つの視点で考える。 

 設問２は、統合後の事業展開についての助言問題である。経営統合（Ｍ＆Ａ）に

おける成長戦略ではシナジーを活かすことが基本である。 

経営理念 

ドメインの決定 

内部環境分析 

第１問 
外部環境分析 

経営戦略代替案の策定 

【全社戦略（成長戦略）】 

第３問 

【事業戦略（競争戦略）】 

第２問 

【組織戦略】 

第４問（設問１） 

【人材戦略】 

第４問（設問１） 
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 Ａ社とＸ社を区分して与件抽出シートを整理する。 

与件抽出シート（Ａ社） 

与件抽出 

強
み
（
Ｓ
） 

① 開業当初は小さな店舗を持ちな

がらも、蕎麦を自前で打っており、

コシの強い蕎麦が人気を博した。 

② 出前中心の営業を展開し、地域住

民を取り込むことで、リピート客を

増やしていった。 

③ 多少離れていてもマイカーで来

店する顧客も年々増え始め、県道沿

いの立地が功を奏した。 

④ 個室やボックス席を中心とした

ことで家族や友人など複数で来店

する顧客が増加した。 

⑤ 使用する原材料も厳選して、以前

よりも価格を引き上げた。 

⑥ 看板となるオリジナルメニュー

を開発し、近隣の競合する外食店と

は異なる、商品とサービスの質を高

めることで、差別化を行った。 

⑦ 接客においては、自主的に問題点

を提起し解決するような風土が醸

成されていた。 

弱
み
（
Ｗ
） 

① 近隣の原材料の仕入れ業

者の高齢化によって、原材料

の仕入れが不安定になり、新

たな供給先の確保が必要と

なりつつある。 

② 常連である地元の顧客も

高齢化し、新たな顧客層の取

り込みがますます重要とな

っていった。 

機
会
（
Ｏ
） 

 脅
威
（
Ｔ
） 

① 原材料の高騰がＡ社の収

益を圧迫する要因となって

いた。 
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そ
の
他
（
他
） 

① 売上高が５千万円にまで低下していたことから、売上高拡大のための

さまざまな施策を行ってきた。 

② 先代が行っていた総花的なメニューを見直し、この店にとってはオペ

レーション効率の悪い丼もの、うどんなどのメニューを廃止し、出前をや

めて来店のみの経営とし、元々の看板であった蕎麦に資源を集中した。 

③ 2010年に先代が経営から離れ、現経営者に引き継がれると、経営方針を

見直して、メインの客層を地元のファミリー層に絞り込んだ。 

④ 社内に関しては、正社員を増やして育成を行い、仕事を任せていった。

経営者の下に接客、厨房、管理の３部体制とし、それぞれに専業できるリ

ーダーを配置してアルバイトを統括させた。 

⑤ Ａ社経営者は、接客リーダーとともに会社として目指す方向性を明確

にし、目的意識の共有や意思の統一を図るチームづくりを行った。 

⑥ その結果、チームとして相互に助け合う土壌が生まれ、従業員が定着す

るようになった。 

⑦ コロナ禍においては、営業自粛期間に開発した持ち帰り用の半調理製

品の販売などでしのいだが、店舗営業の再開後も、主に地域住民の需要に

支えられて客足が絶えることはなく、逆に売上高を伸ばすことができた。 
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与件抽出シート（Ｘ社） 

与件抽出 

強
み
（
Ｓ
） 

① この食品卸売業者は、地元

産の高品質な原材料をも扱う

生産者と直接取引をしてい

た。 

弱
み
（
Ｗ
） 

①  社内の従業員の業務に関して

は、厨房、接客、管理の担当制があ

りＸ社経営者が定めた業務ルーテ

ィンで運営されていた。 

② 厨房、接客、管理の従業員は担当

業務に専念するのみで横のつなが

りが少なく、淡々と日々のルーテ

ィンをこなしている状況であっ

た。 

③ 営業時間内は厨房も接客もオペ

レーションに忙殺されることか

ら、仕事がきついことを理由に離

職率も高く、常にアルバイトを募

集する必要があった。 

機
会
（
Ｏ
） 

① 近年では、地域の食べ歩き

を目的とした外国人観光客や

若者が増え始めた。とりわけ

ＳＮＳの口コミやグルメアプ

リを頼りに、公共交通機関を

利用する来訪者が目立つよう

になった。 

脅
威
（
Ｔ
） 

① 10年前に駅の構内に建設された

商業ビル内に、ファーストフード

店やチェーン経営の蕎麦店が進出

して競合するようになり、駅前に

立地しながらも急速に客足が鈍く

なり売上高も減少し始めていた。 

そ
の
他
（
他
） 

① 店舗は50席で一見の駅利用者や通勤客をターゲットとしており、Ａ社

よりは客単価を抑えて顧客回転率を高めるオペレーションであったた

め、接客やサービスは省力化されてきた。 

② 10年前に駅の構内に建設された商業ビル内に、ファーストフード店や

チェーン経営の蕎麦店が進出して競合するようになり、駅前に立地しな

がらも急速に客足が鈍くなり売上高も減少し始めていた。 

③ 駅構内に出店した大手外食チェーンとの価格競争は難しく、商品やサ

ービスの差別化が必要であった。 

④ Ｘ社を買収後の経営統合にともなって、不安になったＸ社の正社員や

アルバイトから退職に関わる相談が出てきている。 
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第１問（配点20点） 

【問題】 

統合前のＡ社における①強みと②弱みについて、それぞれ30字以内で述べよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅰ テーマ№１ 環境分析 

 

【解説】 

 定番問題である環境分析である。問われている強み、弱みに関連する情報は年

代毎に与件文中にわかりやすく記載がある。注意点としては、「統合前のＡ社にお

ける」強み、弱みが問われており、「統合前」（統合は2023年）時点での、強み、弱

みを解答することである。 

 うどん、丼もの、カレー、ウナギ、豚カツ、オムライスなどのメニューの広さや

出前等も当時は強みであったが、それらは既に廃止されており、統合前の時点で

は強みとは言えない。一方、コシの強い蕎麦や地域住民を取り込んでいることは

開業当初時の強みであるが、それは統合前でも続いている。 

 弱みについては、離職によりサービス品質の低下が起きたこともあったが、統

合前の時点では解決されている。 

 また、ここで問われている強み、弱みは、Ｘ社との経営統合によるシナジー効果

と関連する。第４問設問２との関連性を考える。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｓ－① 開業当初は小さな店舗を持ちながらも、蕎麦を自前で打っており、コシ

の強い蕎麦が人気を博した。 

Ｓ－② 出前中心の営業を展開し、地域住民を取り込むことで、リピート客を増

やしていった。 

Ｓ－③ 多少離れていてもマイカーで来店する顧客も年々増え始め、県道沿いの

立地が功を奏した。 

Ｓ－④ 個室やボックス席を中心としたことで家族や友人など複数で来店する

顧客が増加した。 

Ｓ－⑤ 使用する原材料も厳選して、以前よりも価格を引き上げた。 

Ｓ－⑥ 看板となるオリジナルメニューを開発し、近隣の競合する外食店とは異

なる、商品とサービスの質を高めることで、差別化を行った。 

Ｓ－⑦ 接客においては、自主的に問題点を提起し解決するような風土が醸成さ

れていた。 

Ｗ－① 近隣の原材料の仕入れ業者の高齢化によって、原材料の仕入れが不安定

になり、新たな供給先の確保が必要となりつつある。 

Ｗ－② 常連である地元の顧客も高齢化し、新たな顧客層の取り込みがますます

重要となっていった。 

他－③ 2010年に先代が経営から離れ、現経営者に引き継がれると、経営方針を

見直して、メインの客層を地元のファミリー層に絞り込んだ。 

他－⑦ コロナ禍においては、営業自粛期間に開発した持ち帰り用の半調理製品

の販売などでしのいだが、店舗営業の再開後も、主に地域住民の需要に支

えられて客足が絶えることはなく、逆に売上高を伸ばすことができた。 

 

 

思考プロセス 

１．強みを分析する。 

・Ｓ－①②③⑤⑥、他－⑦より、地域住民の支持を得ていること、マイカーで

わざわざ来店する顧客もいること、値上げしても客が離れないことより、看

板メニューをはじめとした商品力がある。 

・Ｓ－④、他－③より、メインの客層に適した店舗づくりをしている。 
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・Ｓ－⑥⑦より、自主的に問題点を提起し解決するような風土が醸成され、接

客品質は高い。 

 ⇒字数制限と重要度を考慮して、店舗づくりは解答に入れない。 

２．弱みを分析する。 

・Ｗ－①より、原材料の仕入れが不安定である。 

・Ｗ－②より、新規顧客層の取り込みに未対応である。 

 

 

解答 

① 強み 

商品力と自主的に問題を提起し解決する風土による高い接客品質。(30字) 

② 弱み 

原材料の仕入れが不安定、新規顧客層の取り込みに未対応である。(30字) 

 

  



 －16－ 

第２問（配点20点） 

【問題】 

Ａ社の現経営者は、先代経営者と比べてどのような戦略上の差別化を行ってき

たか、かつその狙いは何か。100字以内で述べよ。 

 

【基本理論】 

共 通 テーマ№４ 競争戦略 

 

【解説】 

 Ａ社の現経営者が行った差別化戦略の内容と、その効果が問われている。 

 「先代が行っていた総花的なメニューを見直し、この店にとってはオペレーシ

ョン効率の悪い丼もの、うどんなどのメニューを廃止し、出前をやめて来店のみ

の経営とし、元々の看板であった蕎麦に資源を集中した。」とあり、メニューの見

直し（品揃え戦略）を行っている。これは与件文に明記されているとおり、オペレ

ーション効率の向上を狙っている。 

「2010年に先代が経営から離れ、現経営者に引き継がれると、経営方針を見直

して、メインの客層を地元のファミリー層に絞り込んだ。」、「個室やボックス席を

中心としたことで家族や友人など複数で来店する顧客が増加した。」とあり、ター

ゲット顧客を絞り込み、ターゲット顧客に合わせた店舗改装を行ったのは、複数

人での来店を狙っている。 

また、「使用する原材料も厳選して、以前よりも価格を引き上げた。また、看板

となるオリジナルメニューを開発し、近隣の競合する外食店とは異なる、商品と

サービスの質を高めることで、差別化を行った。」ともある。原材料の見直し、看

板となるオリジナルメニューの開発により、商品の差別化を狙っている。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｓ－④ 個室やボックス席を中心としたことで家族や友人など複数で来店する

顧客が増加した。 

Ｓ－⑤ 使用する原材料も厳選して、以前よりも価格を引き上げた。 

Ｓ－⑥ 看板となるオリジナルメニューを開発し、近隣の競合する外食店とは異

なる、商品とサービスの質を高めることで、差別化を行った。 

他－① 売上高が５千万円にまで低下していたことから、売上高拡大のためのさ

まざまな施策を行ってきた。 

他－② 先代が行っていた総花的なメニューを見直し、この店にとってはオペレ

ーション効率の悪い丼もの、うどんなどのメニューを廃止し、出前をやめ

て来店のみの経営とし、元々の看板であった蕎麦に資源を集中した。 

他－③ 2010年に先代が経営から離れ、現経営者に引き継がれると、経営方針を

見直して、メインの客層を地元のファミリー層に絞り込んだ。 

 

 

思考プロセス 

１．現経営者が実施した施策とその狙いを考える。 

 ・他－①②より、総花的なメニューを見直し、出前の廃止、蕎麦に経営資源を

集中することで、オペレーション効率の向上を狙った。 

 ・他－③、Ｓ－④より、メイン客層をファミリー層に絞り込み、個室やボック

ス席を中心としたターゲット顧客に合わせた店舗改装を行うことで、顧客増

加を狙った。 

・Ｓ－⑤⑥より、原材料を厳選して、価格の引き上げること、看板となるオリ

ジナルメニューを開発することで、商品の差別化を狙った。 

 

 

解答 

オペレーション効率向上を狙い、総花的メニューの見直し、出前の廃止、蕎麦に

経営資源を集中した。複数人での来店を狙い、ファミリー層に顧客を絞った。商

品の差別化を狙い、原材料の厳選、看板メニューを開発した。(99字) 
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第３問（配点20点） 

【問題】 

 Ａ社経営者は、経営統合に先立って、Ｘ社のどのような点に留意するべきか。

100字以内で助言せよ。 

 

【基本理論】 

共 通 テーマ№３ 成長戦略 

 

【解説】 

 Ｍ＆Ａの一般的な留意点（一次知識）は以下である。 

① Ｍ＆Ａは迅速さが求められるので、相手企業の情報の質や量が限定される。 

② 買収後の潜在価値やシナジーの測定が困難である。 

③ 企業文化（企業風土）が異なり統合に困難性が伴う。 

④ 人材を含め重要経営資源が流失する。 

 上記について、与件文を読み解くと、「Ａ社経営者は、接客リーダーとともに会

社として目指す方向性を明確にし、目的意識の共有や意思の統一を図るチームづ

くりを行った。その結果、チームとして相互に助け合う土壌が生まれ、従業員が定

着するようになった。」とあり、Ａ社はチームとして助け合う企業風土である。一

方、Ｘ社は、「厨房、接客、管理の従業員は担当業務に専念するのみで横のつなが

りが少なく、淡々と日々のルーティンをこなしている状況であった。店舗レイア

ウトやメニューの変更などの担当を横断する意思疎通が必要な場合、Ｘ社経営者

がそれを補っていた。」とあり、企業風土が異なっている。上記の留意点③に該当

する。 

 また、Ｘ社の売上回復には、商品やサービスの差別化が必要である点も留意す

る必要がある。第４問（設問２）に関連するが、今後の事業展開においては、Ｘ社

の戦略を転換する必要がある。そのためにはＸ社の企業風土をＡ社の企業風土に

変革する必要がある。 

また、「買収後の経営統合にともなって、不安になったＸ社の正社員やアルバイ

トから退職に関わる相談が出てきている。」とあり、上記の留意点④に該当する。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ａ社与件抽出シートより 

Ｓ－⑦ 接客においては、自主的に問題点を提起し解決するような風土が醸成さ

れていた。 

他－⑥ その結果、チームとして相互に助け合う土壌が生まれ、従業員が定着す

るようになった。 

 

Ｘ社与件抽出シートより 

Ｗ－① 社内の従業員の業務に関しては、厨房、接客、管理の担当制がありＸ社

経営者が定めた業務ルーティンで運営されていた。 

Ｗ－② 厨房、接客、管理の従業員は担当業務に専念するのみで横のつながりが

少なく、淡々と日々のルーティンをこなしている状況であった。 

他－③ 駅構内に出店した大手外食チェーンとの価格競争は難しく、商品やサー

ビスの差別化が必要であった。 

他－④ Ｘ社を買収後の経営統合にともなって、不安になったＸ社の正社員やア

ルバイトから退職に関わる相談が出てきている。 

 

 

思考プロセス 

１．経営統合（Ｍ＆Ａ）における留意点を思い出す。（解説を参照） 

２．与件文から留意点に該当する内容を探す。 

・Ａ社 他－⑥、Ｓ－⑦より、Ａ社はチームとして助け合う企業風土である。 

・Ｘ社 Ｗ－①②より、Ｘ社は各自が淡々と日々のルーティンをこなすだけで、

横のつながり（助け合う）が少ない企業風土である。 

・Ｘ社 他－③より、Ｘ社は商品やサービスの差別化が必要である。 

⇒ Ｘ社では商品やサービスの差別化が必要であり、それを行うにはＸ社の

企業風土をＡ社のような企業風土に変える必要があることに留意すべき

である。 

・Ｘ社 他－④より、人材の流出が懸念される。 
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解答 

Ｘ社では商品やサービスの差別化が必要であり、それを行うにはＸ社の企業風土

をＡ社のように変える必要がある事に留意すべき。また、経営統合に不安をもち、

Ｘ社から人材流出の可能性がある事に留意すべき。（96字） 
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第４問（配点40点） 

【問題】 

 Ａ社とＸ社の経営統合過程のマネジメントについて、以下の設問に答えよ。 

 

（設問１） 

 どのように組織の統合を進めていくべきか。80字以内で助言せよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅰ テーマ№３ 成長戦略 

 

【解説】 

漠然とした問題であり、戸惑うかもしれないが、第３問の解答を踏まえ、短期的

な対策と中・長期的な対策に分けて考える。 

短期的には、「Ｘ社を買収後の経営統合にともなって、不安になったＸ社の正社

員やアルバイトから退職に関わる相談が出てきている。」ことに対して対策を講じ

る必要がある。 

中・長期的には設問２の解答を踏まえ、Ｘ社の戦略をＡ社と同じ、商品力のある

蕎麦と、高い接客サービスの強みを生かす戦略に転換し、売上回復を図らなけれ

ばならないため、企業風土の変革が必要となる。 

Ａ社でも2005年頃は「新規のメニューの開発力も弱く、効率重視で、接客サービ

スが粗雑なことが課題であった。」とあり、現経営者になって取り組んだ社内改革

の結果、「チームとして相互に助け合う土壌が生まれ、従業員が定着するようにな

った。とりわけ接客においては、自主的に問題点を提起し解決するような風土が

醸成されていた。」という実績がある。Ａ社でのチームづくりの成功体験をＸ社で

も活かす。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ａ社与件抽出シートより 

Ｓ－⑦ 接客においては、自主的に問題点を提起し解決するような風土が醸成さ

れていた。 

他－④ 社内に関しては、正社員を増やして育成を行い、仕事を任せていった。

経営者の下に接客、厨房、管理の３部体制とし、それぞれに専業できるリ

ーダーを配置してアルバイトを統括させた。 

他－⑤ Ａ社経営者は、接客リーダーとともに会社として目指す方向性を明確に

し、目的意識の共有や意思の統一を図るチームづくりを行った。 

他－⑥ その結果、チームとして相互に助け合う土壌が生まれ、従業員が定着す

るようになった。 

 

Ｘ社与件抽出シートより 

Ｗ－① 社内の従業員の業務に関しては、厨房、接客、管理の担当制がありＸ社

経営者が定めた業務ルーティンで運営されていた。 

Ｗ－② 厨房、接客、管理の従業員は担当業務に専念するのみで横のつながりが

少なく、淡々と日々のルーティンをこなしている状況であった。 

他－② 10年前に駅の構内に建設された商業ビル内に、ファーストフード店やチ

ェーン経営の蕎麦店が進出して競合するようになり、駅前に立地しながら

も急速に客足が鈍くなり売上高も減少し始めていた。 

他－④ Ｘ社を買収後の経営統合にともなって、不安になったＸ社の正社員やア

ルバイトから退職に関わる相談が出てきている。 

 

 

思考プロセス 

１．短期的な対策 

・Ｘ社 他－④より、Ｘ社の社員に対して、将来の不安を払拭する必要がある。 

２．中・長期的な対策 

・Ｘ社 他－②より、Ｘ社の売上回復が経営統合後の課題である。 

⇒設問２の解答より、Ｘ社の戦略をＡ社と同じ、商品力のある蕎麦と、高い

接客サービスの強みを生かす戦略に転換し、売上回復を図る。 
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・Ａ社 他－⑥、Ｓ－⑦、Ｘ社 Ｗ－①②より、Ａ社とＸ社では企業風土が異

なるため、Ａ社の戦略をＸ社でも実行するには企業風土を変革する必要があ

る。 

⇒Ａ社 他－④⑤⑥、Ｓ－⑦より、Ａ社の現経営者が行った組織作りをＸ社

でも行う。 

 

 

解答 

会社の目指す方向性を説明し、将来の不安を払拭する。社員育成を行い、仕事を

任せていく。目的意識の共有や意思の統一を図り、チームとして相互に助け合う

土壌を醸成する。(80字) 
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第４問（配点40点） 

【問題】 

 Ａ社とＸ社の経営統合過程のマネジメントについて、以下の設問に答えよ。 

 

（設問２） 

 今後、どのような事業を展開していくべきか。競争戦略や成長戦略の観点から

100字以内で助言せよ。 

 

【基本理論】 

共 通 テーマ№３ 成長戦略 

共 通 テーマ№４ 競争戦略 

 

【解説】 

 設問２も漠然とした問題であり、戸惑うかもしれないが、経営統合（Ｍ＆Ａ）に

おける成長戦略ではシナジーを活かすことが基本である。この観点で考えれば、

Ａ社は「近隣の原材料の仕入れ業者の高齢化によって、原材料の仕入れが不安定

になり、新たな供給先の確保が必要となりつつある。」と課題を抱えている一方、

Ｘ社は「この食品卸売業者は、地元産の高品質な原材料をも扱う生産者と直接取

引をしていた。」と高品質な原材料の仕入先を持っており、生産シナジーが活かせ

る。 

 また、Ａ社は、「常連である地元の顧客も高齢化し、新たな顧客層の取り込みが

ますます重要となっていった。」と課題を抱えている一方、Ｘ社は、「近年では、地

域の食べ歩きを目的とした外国人観光客や若者が増え始めた。とりわけＳＮＳの

口コミやグルメアプリを頼りに、公共交通機関を利用する来訪者が目立つように

なった。」と需要の増加が期待できる。Ｘ社のテコ入れにより、経営統合後の成長

戦略を描くのが妥当である。 

 Ｘ社の戦略は、「Ａ社よりは客単価を抑えて顧客回転率を高めるオペレーション

であったため、接客やサービスは省力化されてきた。」であるが、「駅構内に出店し

た大手外食チェーンとの価格競争は難しく、商品やサービスの差別化が必要であ

った。」とある。現在の戦略は通用しなくなっている。Ａ社の商品力のある蕎麦と、

高い接客サービスの強みを生かす戦略に転換することで、販売シナジーが図れる。

これにより、地域の食べ歩きを目的とした外国人観光客や若者を取り込む。 

 



 －25－ 

ロジカル・チャート 

与件 

Ａ社与件抽出シートより 

Ｗ－① 近隣の原材料の仕入れ業者の高齢化によって、原材料の仕入れが不安定

になり、新たな供給先の確保が必要となりつつある。 

Ｗ－② 常連である地元の顧客も高齢化し、新たな顧客層の取り込みがますます

重要となっていった。 

 

Ｘ社与件抽出シートより 

Ｓ－① この食品卸売業者は、地元産の高品質な原材料をも扱う生産者と直接取

引をしていた。 

Ｏ－① 近年では、地域の食べ歩きを目的とした外国人観光客や若者が増え始め

た。とりわけＳＮＳの口コミやグルメアプリを頼りに、公共交通機関を利

用する来訪者が目立つようになった。 

Ｔ－① 10年前に駅の構内に建設された商業ビル内に、ファーストフード店やチ

ェーン経営の蕎麦店が進出して競合するようになり、駅前に立地しながら

も急速に客足が鈍くなり売上高も減少し始めていた。 

他－① 店舗は50席で一見の駅利用者や通勤客をターゲットとしており、Ａ社よ

りは客単価を抑えて顧客回転率を高めるオペレーションであったため、接

客やサービスは省力化されてきた。 

他－③ 駅構内に出店した大手外食チェーンとの価格競争は難しく、商品やサー

ビスの差別化が必要であった。 

 

 

思考プロセス 

１．Ｍ＆Ａによる成長戦略を考える。 

 ・１次知識より、シナジーを活かす。 

 ・Ａ社 Ｗ－①、Ｘ社Ｓ－①より、原材料の仕入先として、Ｘ社が原材料を調

達している食品卸売業社を活用する。 

・Ａ社 Ｔ－②、Ｘ社Ｏ－①より、Ａ社よりもＸ社の方が売上を伸ばせる余地

が大きいため、Ｘ社の売上回復により経営統合後の成長戦略を描くのが妥当

である。 



 －26－ 

２．Ｘ社の売上回復のための競争戦略を考える。 

 ・Ｘ社 Ｔ－①、他－①③より、Ｘ社の戦略を従来の客単価を抑え、接客やサ

ービスを省力化して顧客回転率を高める戦略から、Ａ社の商品力のある蕎麦

と、高い接客サービスの強みを生かす戦略に転換する。これにより、食べ歩

きを目的とした外国人観光客や若者を取り込む。 

 

 

解答 

Ｘ社の仕入先の食品卸売業社から原材料を仕入れる。Ｘ社の売上回復により成長

を図るため、Ｘ社も商品力のある蕎麦と、高い接客サービスで差別化を図る戦略

に転換し、食べ歩き目的の外国人観光客や若者を取り込む。(99字) 
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事例企業 

Ｂ社は、資本金500万円、従業者数は２代目社長を含めて８名（うちパート３名）

で、スポーツ用品の加工・販売を行っている小売店である。衣料品店として創業し

たが、２代目社長に代わり、スポーツ用品店に事業転換した。順調に成長してきた

が、2000年代に入り、競合店が増え、特にチェーン展開している大型スポーツ用品

量販店には価格面で太刀打ちができない。２代目社長は、ＩＣＴ企業に勤めてい

る30代の長男がＢ社を事業承継する決意をして戻ってくるのを機に、事業内容の

見直しを考えている。 

 

解法手順 

手順１ 事例全体の内容をつかむ 

手順２ 設問間の関連性を構造的に検討する 

手順３ 設問ごとに、出題の趣旨を推論し、基本理論を活用して、解答を導き

出す 

 

手順１ 事例全体の内容をつかむ 

Ｂ社はスポーツ用品の加工・販売を行っている小売店である。近隣の公立小中

学校や少年野球チームや少年サッカーチームとの取引もあり、順調に成長してき

た。しかし、2000年代に入り、付近にサッカーやバスケットボール用品の専門店が

開業、数年前には大型スポーツ用品量販店が出店した。専門店と比べると品揃え

で見劣りがしており、大型スポーツ用品量販店には価格面で太刀打ちできない。

このため、品揃えと提案力に自信のある野球用品に力を入れるようになった。 

各少年野球チームは、Ｂ社を高く評価しており、チームのメンバーや保護者に

は、引き続きＢ社からの購入を薦めてくれているが、価格面のメリットを理由大

型スポーツ用品量販店で汎用品の個別購入を希望された場合には、各チームの監

督ともＢ社での購入を薦めにくくなっている。 

また、野球チームの監督から、用品の買い替えは保護者に金銭的な負担となっ

ており、野球をやめる子供もいるということや、チームやメンバーのさまざまな

データ管理について、Ｂ社は相談を受けている。さらに、野球をやりたい子供の確

保がチームの課題となっており、特に女子のメンバー獲得に苦しんでいる。 

このような背景の中、現社長はＩＣＴ企業に勤めている30代の長男がＢ社を事

令和５年度解答・解説 
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業承継する決意をして戻ってくるのを機に、次のような事業内容の見直しをする

こととした。 

第１に、野球用品の強化を更に進める。特に子どもたち一人一人の体格や技術、

特性に応じた商品カスタマイズの提案力をより強化することで、大型スポーツ用

品量販店との差別化を図る。 

第２に、各チームのデータ管理、メンバーや保護者の要望の情報把握、および相

談を受けた際のアドバイスへの対応を進める。また、用品に関する買い替えなど

の多様なニーズに応えるいくつかの販売方法を導入する。 

第３に、女子メンバー獲得に苦しんでいるチームを支援し、女子向けの野球用

品の提案力を高め、新規顧客としての女子チームの開拓を行う。 

第４に、インターネットの活用の見直しである。店舗紹介程度のホームページ

にどのような情報や機能を搭載すべきか、また、ＳＮＳやスマートフォンアプリ

の活用方法についても検討し、顧客との関係性強化を考えている。 

 

事例全体の設問テーマ 

第１問 ３Ｃ分析によるＢ社の現状分析 

第２問 野球用品の金銭的負担を軽減したい保護者ニーズに応えるための販売

方法の助言 

第３問 女子の軟式野球チームのメンバー獲得のためのプロモーション戦略の

助言 

第４問 オンライン・コミュニケーションを活用した顧客関係性強化の方法の助

言 

 

手順２ 設問間の関連性を構造的に検討する 

自社の強みを活かせる新たな事業展開をテーマとした事例問題である。 

第１問のＢ社の現状の環境分析を踏まえて、課題である金銭的負担を減らした

いという保護者のニーズへの対応方法（第２問）、メンバーの獲得に苦しんでいる

顧客の女子の軟式野球チームへの協力方法（第３問）、長期的な売上向上のための

オンライン・コミュニケーションを活用した顧客関係性強化の方法（第４問）を助

言するといった構成である。 
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手順３ 設問ごとに、出題の趣旨を推論し、基本理論を活用して、解答を導き出す 

 第１問は、３Ｃ分析によるＢ社の現状分析である。与件文の中から現時点での

顧客、競合、自社についての情報をピックアップし、整理する。 

 第２問は、金銭的負担を減らしたいという保護者のニーズへの対応方法に対す

る助言である。本事例のテーマである強みを活かして、価格面では太刀打ちでき

ない大型スポーツ用品量販への対抗策を考える。問題の条件である「プライシン

グの新しい流れを考慮」については、サブスクリプション（一次知識）を助言す

る。 

 第３問は、メンバーの獲得に苦しんでいる顧客の女子の軟式野球チームのため

に、Ｂ社で取るべきプロモーションやイベントについての助言である。一次知識

の購買行動プロセスを踏まえて、適切なプロモーションやイベントを考える。 

 第４問は、長期的な売上向上のためのオンライン・コミュニケーションを活用

した顧客関係性強化の方法についての助言である。購買に影響を与える人は誰か

を念頭に、オンライン・コミュニケーションを活用した情報発信のコンテンツと

して何が有るかを与件情報から検討する。  

経営理念 

内部環境分析 

第１問 

外部環境分析 

第１問 

ドメインの決定 

 

≪戦略策定プロセス≫ 

経営戦略代替案の策定 

【全社戦略（成長戦略）】 

第２問 

 

【製品】 

 

【販路】 【価格】 

第２問 

【プロモーション】 

第３問・第４問 
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与件抽出シート 

強
み
（
Ｓ
） 

① 公立小中学校の体操服や運

動靴を納品する業者として指

定を受けた。 

② 体操服に校章をプリントし

たり、刺しゅうでネームを入

れたりする加工技術を初代社

長が身に付けて、この技術が

２代目社長にも継承されてい

る。 

③ Ｂ社は各少年野球チームか

ら指定業者となっていた。 

④ Ｂ社は、品揃えと提案力に

自信のある野球用品をより専

門的に取り扱っていくことと

した。 

⑤ 古くから取引がある各少年

野球チームは、Ｂ社の各種有

名スポーツブランド用品の取

り揃え、ユニフォーム加工技

術や納品の確かさ、オリジナ

ルバッグなどのオリジナル用

品への対応力、子どもたちの

体格や技術に応じた野球用品

の提案力などについて高く評

価しており、チームのメンバ

ーや保護者には、引き続きＢ

社からの購入を薦めてくれて

いる。 

弱
み
（
Ｗ
） 

① これらの専門店と比べると、Ｂ

社は品揃えの点で見劣りがしてい

る。 

② その量販店では、かなり低価格

で販売されているため、Ｂ社は価

格面で太刀打ちができない。 
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機
会
（
Ｏ
） 

① チームやそのメンバーのさ

まざまなデータ管理について

も、たとえばスマートフォン

を使って何かできないかとＢ

社は相談を受けていた。 

脅
威
（
Ｔ
） 

① 付近にサッカーやバスケットボ

ール用品の専門店が相次いで開業

し、過当競争になった。 

② 数年前には自動車で15分ほどの

場所に、大型駐車場を備えてチェ

ーン展開をしている大型スポーツ

用品量販店が出店した。 

③ メンバーの保護者から、価格面

でのメリットなどを理由に、大型

スポーツ用品量販店で汎用品の個

別購入を希望された場合、各チー

ムの監督ともＢ社で購入すること

をなかなか強く言えなくなってい

る。 

④ 成長に伴う買い替えや、より良

い用品への買い替えも保護者には

金銭的な負
担となっていて、他の

習い事もあり、買い替えの負担を

理由に野球をやめてしまう子
ども

たちもいるということでＢ社は相

談を受けていた。 

そ
の
他
（
他
） 

① ユニフォームやオリジナル用品などは、各チームに一括納品できる。 

② 野球をやりたいという子どもの確保も各チームの課題となっている。 

③ 従来のようにポスターを貼ったりチラシを配布したりするといった募

集活動に加え、ＳＮＳを用いた募集活動への対応がある。 

④ ２代目社長は、ＩＣＴ企業に勤めている30代の長男がＢ社を事業承継

する決意をして戻ってくるのを機に、次のような事業内容の見直しをす

ることとした。 

⑤ 第１に、総合的なスポーツ用品を扱いながらも、1970年代に事業転換し

たときからの強みである、野球用品の強化をさらに進める。特に子どもた

ち一人一人の体格や技術、特性に応じた商品カスタマイズの提案力をよ

り強化することで、大型スポーツ用品量販店との差別化を図る。 

⑥ 第２に、各少年野球チームの監督とのより密接なコミュニケーション

を図り、各チームのデータ管理、メンバーや保護者の要望の情報把握、お

よび相談を受けた際のアドバイスへの対応を進める。また、用品に関する

買い替えなどの多様なニーズに応えるいくつかの販売方法を導入する。 

⑦ 第３に、女子の軟式野球が盛んになってきたことに着目し、女子メンバ

ー獲得に苦しんでいるチームを支援し、女子向けの野球用品の提案力を

高め、新規顧客としての女子チームの開拓を行う。 

⑧ 第４に、インターネットの活用の見直しである。現在は店舗紹介のホー

ムページを設けている程度である。今後、このホームページにどのような

情報や機能を搭載すべきか、また、ＳＮＳやスマートフォンアプリの活用

方法についても検討し、顧客との関係性強化を考えている。 
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第１問（配点30点） 

【問題】 

Ｂ社の現状について、３Ｃ（Customer：顧客、Competitor：競合、Company：

自社）分析の観点から150字以内で述べよ。 

 

【基本理論】 

共 通 テーマ№１ 環境分析 

 

【解説】 

 ３Ｃ分析による、Ｂ社の現状の内部環境、外部環境を分析する問題である。与件

文より顧客、競合、自社に関する情報を抽出し、整理すればよい。 

注意点は、まず「現状について」という条件である。与件文の情報には、過去の

ものや将来のものもあるため、混同しないように注意する。 

また、制限字数は150字であるが、顧客、競合、自社の各要素では概ね50字とな

る。第２問以降の問題との関連性を考慮し、上手くまとめる必要がある。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｓ－① 公立小中学校の体操服や運動靴を納品する業者として指定を受けた。 

Ｓ－② 体操服に校章をプリントしたり、刺しゅうでネームを入れたりする加工

技術を初代社長が身に付けて、この技術が２代目社長にも継承されてい

る。 

Ｓ－③ Ｂ社は各少年野球チームから指定業者となっていた。 

Ｓ－④ Ｂ社は、品揃えと提案力に自信のある野球用品をより専門的に取り扱っ

ていくこととした。 

Ｓ－⑤ 古くから取引がある各少年野球チームは、Ｂ社の各種有名スポーツブラ

ンド用品の取り揃え、ユニフォーム加工技術や納品の確かさ、オリジナル

バッグなどのオリジナル用品への対応力、子どもたちの体格や技術に応じ

た野球用品の提案力などについて高く評価しており、チームのメンバーや

保護者には、引き続きＢ社からの購入を薦めてくれている。 

Ｗ－① これらの専門店と比べると、Ｂ社は品揃えの点で見劣りがしている。 

Ｗ－② その量販店では、かなり低価格で販売されているため、Ｂ社は価格面で

太刀打ちができない。 

Ｔ－① 付近にサッカーやバスケットボール用品の専門店が相次いで開業し、過

当競争になった。 

Ｔ－② 数年前には自動車で15分ほどの場所に、大型駐車場を備えてチェーン展

開をしている大型スポーツ用品量販店が出店した。 

Ｔ－③ メンバーの保護者から、価格面でのメリットなどを理由に、大型スポー

ツ用品量販店で汎用品の個別購入を希望された場合、各チームの監督とも

Ｂ社で購入することをなかなか強く言えなくなっている。 

他－① ユニフォームやオリジナル用品などは、各チームに一括納品できる。 

他－② 野球をやりたいという子どもの確保も各チームの課題となっている。 

 

 

思考プロセス 

１． 顧客に関する情報を整理する。 

・Ｓ－①より、近隣の公立小中学校。 

・Ｓ－③、他－①より、少年野球チーム。 
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・Ｓ－⑤より、用品の使用者は子供であるが、購買の意思決定者は保護者であ

る。 

・他－②より、野球をやりたい子供が減少している。 

２．競合に関する情報を整理する。 

・Ｔ－①、Ｗ－①より、Ｂ社より豊富な品揃えをしているサッカーやバスケッ

トボール用品の専門店がある。 

・Ｔ－②、Ｗ－②より、Ｂ社では太刀打ちできない低価格販売を行う大型スポ

ーツ用品量販店がある。 

３．自社に関する情報を整理する。 

・Ｓ－②⑤より、加工技術は顧客に高く評価されている。 

・Ｓ－④⑤より、野球用品の品揃えと子どもたちの体格や技術に応じた野球用

品の提案力は顧客に高く評価されている。 

・Ｓ－⑤より、納品の確かさ、オリジナル用品への対応は顧客に高く評価され

ている。 

 

 

解答 

顧客は主に少年野球チームとそのメンバー、保護者、近隣の公立小中学校であり、

野球をやりたい子供は減少している。競合は品揃えが強みのサッカー・バスケッ

トボール用品専門店、低価格が強みの大型スポーツ用品量販である。自社は野球

用品の品揃えと提案力、加工技術、オリジナル商品の対応、納品の確かさに強み

がある。(149字) 
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第２問（配点20点） 

【問題】 

低学年から野球を始めた子どもは、成長やより良い用品への願望によって、ユ

ニフォーム、バット、グラブ、スパイクといった野球用品を何度か買い替えること

になるため、金銭的負担を減らしたいという保護者のニーズが存在する。 

Ｂ社は、こうしたニーズにどのような販売方法で対応すべきか、プライシング

の新しい流れを考慮して、100字以内で助言せよ（ただし、割賦販売による取得は

除く）。 

 

【基本理論】 

事例Ⅱ テーマ№３ マーケティング戦略 

事例Ⅱ テーマ№５ 価格戦略 

 

【解説】 

金銭的負担を減らしたいという保護者のニーズに応えるための販売方法を助言

する問題である。単純な値下げは、競合する大型スポーツ用品量販に太刀打ちで

きないし、また、中小企業の基本戦略は差別化戦略であることから、差別化により

付加価値を付けることで、総合的な観点から金銭的負担を軽減する方法を助言す

る。 

また、Ｂ社社長は、自社の強みを活かせる新たな事業展開ができるように助言

を求めていることより、Ｂ社の強みである子どもたちの体格や技術に応じた野球

用品の提案力の一層の強化を図る。チームやそのメンバーのさまざまなデータ管

理についてＢ社は相談を受けており、データに基づいて提案すればＢ社の提案は

一層信頼性が高まる。 

自分に合わない用品を購入してしまったため、買い直す結果となれば、費用が

余計にかかってしまう。こういった買い直しを無くすことで、金銭的負担を軽減

する。２代目社長は、子どもたち一人一人の体格や技術、特性に応じた商品カスタ

マイズの提案力をより強化すること、各チームのデータ管理の対応を進めること

はすでに考えており、Ｂ社の方針にも合致する。 

また、メンバーの保護者から、価格面でのメリットなどを理由に、大型スポーツ

用品量販店で汎用品の個別購入を希望された場合にＢ社で購入することをなかな

か強く言えなくなっていた各チームの監督もＢ社を薦める理由を説明できる。 

 問題の条件である「プライシングの新しい流れを考慮」については、サブスクリ
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プションを助言する。サブスクリプションは、用品を使ってみて合わなければ交

換できるので、提案したものがあわない場合の補償になり、成長に伴う買い替え

やより良い用品への買い替えが必要となった時にも有効である。また、スポーツ

を始める時には必要な用品を一式揃えなければならないが、その初期負担を軽減

できる。子供が辞めるといった時に買ったものが無駄にならないということも総

合的にみれば金銭的負担の軽減になる。 

参考までに、スポーツ用品のサブスクリプションは、実際にゴルフダイジェスト・

オンライン（ゴルフクラブ）やＯｎ（ランニングシューズ）等の大手も既に実施し

ている。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｓ－⑤ 古くから取引がある各少年野球チームは、Ｂ社の各種有名スポーツブラ

ンド用品の取り揃え、ユニフォーム加工技術や納品の確かさ、オリジナル

バッグなどのオリジナル用品への対応力、子どもたちの体格や技術に応じ

た野球用品の提案力などについて高く評価しており、チームのメンバーや

保護者には、引き続Ｂ社からの購入を薦めてくれている。 

Ｗ－② その量販店では、かなり低価格で販売されているため、Ｂ社は価格面で

太刀打ちができない。 

Ｔ－③ メンバーの保護者から、価格面でのメリットなどを理由に、大型スポー

ツ用品量販店で汎用品の個別購入を希望された場合、各チームの監督とも

Ｂ社で購入することをなかなか強く言えなくなっている。 

Ｔ－④ 成長に伴う買い替えや、より良い用品への買い替えも保護者には金銭的

な負担となっていて、他の習い事もあり、買い替えの負担を理由に野球を

やめてしまう子どもたちもいるということでＢ社は相談を受けていた。 

Ｏ－① チームやそのメンバーのさまざまなデータ管理についても、たとえばス

マートフォンを使って何かできないかとＢ社は相談を受けていた。 

他－⑤ 第１に、総合的なスポーツ用品を扱いながらも、1970年代に事業転換し

たときからの強みである、野球用品の強化をさらに進める。特に子どもた

ち一人一人の体格や技術、特性に応じた商品カスタマイズの提案力をより

強化することで、大型スポーツ用品量販店との差別化を図る。 

他－⑥ 第２に、各少年野球チームの監督とのより密接なコミュニケーションを

図り、各チームのデータ管理、メンバーや保護者の要望の情報把握、およ

び相談を受けた際のアドバイスへの対応を進める。また、用品に関する買

い替えなどの多様なニーズに応えるいくつかの販売方法を導入する。 

 

 

思考プロセス 

１．競合を考える。 

 ・Ｗ－②より、価格面では大手ポーツ用品量販店には太刀打ちできない。 

  ⇒価格競争はできない。 

２．金銭的負担を減らしたいという保護者のニーズに応える方法を考える。 
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・Ｓ－⑤、Ｏ－①、Ｔ－④、他－⑤⑥より、子供たちの体格や技術に応じた野

球用品の提案力、カスタマイズの提案力を一層強化し、買い替えを減らす。

そのため、各チームのデータ管理に対応し、そこで集めた子供たちのさまざ

まデータに基づいて提案する。 

⇒自分に合わない用品を購入した場合には買い直す必要がある。こういった

買い替えを無くすことで、金銭的負担を軽減する。Ｔ－③より、この説明

ができれば、各チームの監督もＢ社で購入することを強く薦めることがで

きる。 

３．プライシングの新しい流れを考慮する。 

 ・一時知識より、サブスクリプションを助言する。 

 ⇒成長に伴う買い替え、より良い用品への買い替え、辞める時の金銭的負担

を軽減できる。 

 

 

解答 

買い替えを減らすため、各チームのデータ管理に対応し、そこで集めたデータに

基づいて、子供たちの体格や技術に応じた野球用品の提案、カスタマイズの提案

を行い、サブスクリプションによる販売を行う。(93字) 
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第３問（配点20点） 

【問題】 

 女子の軟式野球チームはメンバーの獲得に苦しんでいる。Ｂ社はメンバーの増

員のために協力することになった。そのためにＢ社が取るべきプロモーションや

イベントについて、100字以内で助言せよ。 

 

【基本理論】 

共 通 テーマ№６ プロモーション戦略 

 

【解説】 

 本問は解答の根拠となる情報が少ないため、一次知識の購買行動プロセスであ

るＡＩＳＡＳ法則に基づいて解答を考える。（商品購買ではないが、チームに入る

ことを購買行動と見立てる。） 

 ＡＩＳＡＳ法則では、消費者は①商品を認知する（Attention）、②興味を持つ

(Interest)、③検索する（Search）、④購入する(action)、⑤情報を共有する(Share)、

というプロセスを踏んで購買するとする。 

 これを本問題に落とし込んで、まずは女子の軟式野球チームがメンバーを募集

していることを認知してもらうためのプロモーションとして、Ｂ社の顧客である

近隣の小中学校にメンバー募集のチラシを配布するといったことが考えられる。 

 興味をもってもらうためのプロモーションとしては、例えば、実際に試合を見

に来てもらえるように、女子の軟式野球チームの試合情報の発信が考えられる。 

 興味を持ってくれた女子が情報収集して、「私もやってみたい」と思ってもらえ

るようなプロモーションとしては、例えば、実際に軟式野球チームでプレイして

いる女子の軟式野球の面白さについてのコメントを発信したり、彼女らと交流す

るイベント、女子向けの軟式野球教室等が考えられる。また、女子軟式野球チーム

に対して、女子が喜びそうなデザイン性の高いユニフォームを提案するといった

ことも考えられる。 

 チームに入るという意思決定を促すためには、Ｂ社の強みを活かして、女子向

けの野球用品の提案を行う。問題ではメンバーの獲得に苦しんでいる女子軟式野

球チームのメンバーの増員に協力するためとあるが、単なるボランティアと考え

るのではなく、Ｂ社のビジネスにつなげることを念頭におくべきである。女子向

けの野球用品の提案を行うことで、Ｂ社の売上拡大にもつながる。 

 解答の根拠となる情報が少ないため、さまざまなプロモーション案、イベント

案が考えれると思われる。Ｂ社社長は、自社の強みを活かせる新たな事業展開が

できるように助言を求めていることより、Ｂ社の強みを活かせるものを優先し、

字数制限でまとめる。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｓ－① 公立小中学校の体操服や運動靴を納品する業者として指定を受けた。 

Ｓ－② 体操服に校章をプリントしたり、刺しゅうでネームを入れたりする加工

技術を初代社長が身に付けて、この技術が２代目社長にも継承されてい

る。 

Ｓ－④ Ｂ社は、品揃えと提案力に自信のある野球用品をより専門的に取り扱っ

ていくこととした。 

他－⑦ 第３に、女子の軟式野球が盛んになってきたことに着目し、女子メンバ

ー獲得に苦しんでいるチームを支援し、女子向けの野球用品の提案力を高

め、新規顧客としての女子チームの開拓を行う。 

 

 

思考プロセス 

１．消費者購買行動プロセス（ＡＩＳＡＳ法則）に沿ってプロモーションやイベ

ントを考える。 

認知： ・Ｓ－①より、近隣の公立小中学校にメンバー募集のチラシを配布す

る。 

興味： ・一般知識より、実際に試合を見に来てもらえるように、女子の軟式

野球チームの試合情報を発信する。 

検索： ・一般知識より、実際に軟式野球チームでプレイしている女子の軟式

野球の面白さについてのコメントの発信、彼女らと交流するイベン

ト、女子向けの軟式野球教室を開催する。 

・Ｓ－②より、女子軟式野球チームに対して、女子が喜びそうなデザ

イン性の高いユニフォームを提案する。 

購入： ・Ｓ－④、他－⑦より、女子向けの野球用品の提案を行う。 

 

 

解答 

近隣の公立小中学校にメンバー募集のチラシを配布。女子軟式野球チームの試合

情報の発信。女子向け軟式野球教室や女子選手との交流イベントの開催。デザイ

ン性の高いユニフォームや女子向けの野球用品の提案。(97字) 
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第４問（配点30点） 

【問題】 

 Ｂ社社長は、長期的な売上げを高めるために、ホームページ、ＳＮＳ、スマート

フォンアプリの開発などによるオンライン・コミュニケーションを活用し、関係

性の強化を図ろうと考えている。誰にどのような対応をとるべきか、150字以内で

助言せよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅰ テーマ№６ 組織連携 

事例Ⅱ テーマ№７ チャネル戦略 

 

【解説】 

 購買の意思決定に関与する関係者をＤＭＵ（Decision Making Unit）といい、通

常は購買物を実際に使用する人（ユーザ）、購買に直接・間接的に影響する意見を

出す人（インフルエンサー）、公式もしくは非公式に購買の意思決定をする人（デ

ィサイダー）、売り手に対する買い手側の窓口となる人（バイヤー）、売り手とＤＭ

Ｕの各人との仲介や引き合わせを行う人（ゲートキーパ）の５つのタイプに分類

される。この５つのタイプそれぞれにアプローチが必要である。 

 本事例では、子どもがユーザー、チームの監督がインフルエンサー、保護者がデ

ィサイダーに該当する。 

 「どのような対応をとるべきか」は、オンライン・コミュニケーションを活用し

た情報発信のコンテンツとして何が有るかを与件情報から検討する。具体的には、

「チームやそのメンバーのさまざまなデータ管理についても、たとえばスマート

フォンを使って何かできないかとＢ社は相談を受けていた。」とあり、この点を踏

まえて解答する。また、「ＩＣＴ企業に勤めている30代の長男がＢ社を事業承継す

る決意をして戻ってくる」とあり、問題文には「スマートフォンアプリの開発など

によるオンライン・コミュニケーションを活用」、とあるため、データ解析できる

スマートフォンアプリを開発して提供する。 

 また、「野球をやりたいという子どもの確保も各チームの課題」とあり、子供や

保護者にはメンバー募集の情報や、Ｂ社の強みを活かした用品相談に対するアド

バイス等の情報を提供するといったことが考えられる。 

 一方、長期的な売上を高めるために、関係性の強化を図ることが目的であるこ

とから、キャンペーン情報やバーゲン情報等の短期的な売上拡大を目的としたプ

ロモーション情報は解答として不適切である。  
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｓ－⑤ 古くから取引がある各少年野球チームは、Ｂ社の各種有名スポーツブラ

ンド用品の取り揃え、ユニフォーム加工技術や納品の確かさ、オリジナル

バッグなどのオリジナル用品への対応力、子どもたちの体格や技術に応じ

た野球用品の提案力などについて高く評価しており、チームのメンバーや

保護者には、引き続きＢ社からの購入を薦めてくれている。 

Ｏ－① チームやそのメンバーのさまざまなデータ管理についても、たとえばス

マートフォンを使って何かできないかとＢ社は相談を受けていた。 

Ｔ－③ メンバーの保護者から、価格面でのメリットなどを理由に、大型スポー

ツ用品量販店で汎用品の個別購入を希望された場合、各チームの監督とも

Ｂ社で購入することをなかなか強く言えなくなっている。 

他－② 野球をやりたいという子どもの確保も各チームの課題となっている。 

他－③ 従来のようにポスターを貼ったりチラシを配布したりするといった募

集活動に加え、ＳＮＳを用いた募集活動への対応がある。 

他－④ ２代目社長は、ＩＣＴ企業に勤めている30代の長男がＢ社を事業承継す

る決意をして戻ってくるのを機に、次のような事業内容の見直しをするこ

ととした。 

他－⑥ 第２に、各少年野球チームの監督とのより密接なコミュニケーションを

図り、各チームのデータ管理、メンバーや保護者の要望の情報把握、およ

び相談を受けた際のアドバイスへの対応を進める。また、用品に関する買

い替えなどの多様なニーズに応えるいくつかの販売方法を導入する。 

他－⑧ 第４に、インターネットの活用の見直しである。現在は店舗紹介のホー

ムページを設けている程度である。今後、このホームページにどのような

情報や機能を搭載すべきか、また、ＳＮＳやスマートフォンアプリの活用

方法についても検討し、顧客との関係性強化を考えている。 

 

 

思考プロセス 

１．「誰に」を考える。 

・Ｓ－⑤より、少年野球チームの監督は、購買の意思決定に強い影響力をもつ。 

・Ｔ－③より、保護者は、購買の決裁者である。 
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・実際に用具を使う子供たちとの関係性強化は必要である。 

２．「どのような対応をとるべきか」を考える。 

・Ｏ－①、他－④⑧より、チームやそのメンバーの様々なデータやデータ解析

アプリケーションをスマートフォンを使って少年野球チームの監督に対し

て提供する。 

・他－②③より、子どもたちに対して、メンバー募集の情報をホームページや

ＳＮＳを活用して発信する。 

・Ｓ－⑤、他－⑥⑧より、保護者・子どもたちに対して、よくある用品相談に

対するアドバイスや用品の買い替えに関するアドバイス等をホームページ

やＳＮＳを活用して提供する。 

 

 

解答 

少年野球チームの監督にチームやメンバーのデータおよびデータ解析用スマー

トフォンアプリを提供する。保護者や子供にメンバー募集情報、よくある用品相

談や買い替に関するアドバイスをホームページ・ＳＮＳで発信する。(100字) 
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事例企業 

  Ｃ社は、総菜、菓子、パン類等の多品種少量の食品を受託製造している中小企業

である。地方都市にあり高級ホテル等５軒を主な販売先としている。高級ホテル

の料理人を経験し、ホテル調理場の作業内容等を熟知した経営者がホテル内レス

トランメニューの品揃えの支援を行う調理工場を標ぼうとて創業した。  

 

解法手順 

手順１ 事例全体の内容をつかむ 

手順２ 設問間の関連性を構造的に検討する 

手順３ 設問ごとに、出題の趣旨を推論し、基本理念を活用して、解答を導き

出す 

 

手順１ 事例全体の内容をつかむ 

2020年からの新型コロナウイルスの影響を受け、受注量は激減していた。しか

し、最近では、観光客の増加によってホテル等の稼働率が高くなったことにより

受注量も回復している。既存事業においては、増加する受注量についての生産面

での対応策や収益性の低下という問題についての対応策を求められている。また、

新規事業として、自社企画製品の実現や食品スーパーＸ社と共同事業について検

討している。 

本事例のテーマは、「既存事業の生産効率及び収益性向上を図るとともに、自社

企画製品の開発やＸ社との共同事業への新規事業への展開」である。 

 

事例全体の設問テーマ 

第１問 Ｃ社の生産面の強み 

第２問 最近増加する受注量に応えるための生産面での対応策 

第３問 収益性の低下が生じていることについての対応策 

第４問 自社企画製品の企画開発の進め方 

第５問 新規業に対する社長構想についての妥当性とその理由、留意点 

 

  

令和５年度解答・解説 



 －55－ 

手順２ 設問間の関連性を構造的に検討する 

第１問で生産面の強みを問う内部環境分析、第２問では最近の増加する受注量

に対しての生産面での対応策、第３問は収益性の低下についての対応策というよ

うに既存事業に関する内容が問われている。第４問は創業から受託品の製造に特

化してきたＣ社の自社企画製品の企画開発の進め方、第５問では食品スーパーＸ

社と共同で行っている新規事業に関する社長の構想についての妥当性とその理

由、留意点を助言する問題である。 

第２問～第４問については、問題文の記述内容がわかりにくく題意を把握する

のが難しい問題である。 

 

 

  

第１問 

Ｃ社の生産面の強み

２つ 

第２問 

最近増加する受注量

に応えるための生産

面での対応策 

今後の事業戦略 

第５問 

新規業に対する社

長構想についての

妥当性とその理由、

留意点 

現状の問題点 

第３問 

収益性の低下が生じ

ていることについて

の対応策 

 

第４問 

自社企画製品の製

品の企画開発の進

め方 
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手順３ 設問ごとに、出題の趣旨を推論し、基本理論を活用して、解答を導き出す 

第１問は、Ｃ社の生産面の強みを２つ解答する問題である。与件文より、Ｃ社の

強みを全て抽出し、その中から生産面に関する強みを２つの視点から解答する。 

第２問は、最近増加する受注量に応えるための生産面での対応策を解答する問

題である。問題文には、追加情報としてコロナ禍の影響により高齢パート従業員

が退職しており、増加する受注量に対し人員が不足していることが記載されてい

る。従って、既存事業（受託製造）について少人数でも対応できる生産体制の構築

を図る必要がある。 

第３問は、材料価格高騰の影響を受け、収益性の低下が生じていることについ

ての対応策が求められており、既存事業に関する問題である。与件文より、コスト

高につながっている箇所を抽出し、一次知識を用いて解答を構成することになる。 

第４問は、創業から受託品の製造に特化してきたＣ社が、どのように製品の企

画開発を進めるべきなのかが問われている。製品開発の一次知識を活用しながら、

企画開発における営業部、製品開発部、製造部の役割を示すことが解答の方向性

となる。 

第５問は、食品スーパーＸ社と共同で行っている総菜製品の新規業に対する社

長構想についての妥当性とその理由、留意点を助言する問題である。問題文に記

載の追加情報であるＣ社社長の構想をしっかりと確認し、全体戦略の観点から解

答する。 

  



 －57－ 

与件抽出シート 

強
み
（
Ｓ
） 

① Ｃ社は地方都市に立地し、温泉リゾ

ート地にある高級ホテルと高級旅館５

軒を主な販売先として、販売先の厨房の

管理を担う料理長（以下、販売先料理長

という）を通じて依頼がある和食や洋食

の総菜、菓子、パン類などの多品種で少

量の食品を受託製造している。 

② 高級ホテルの料理人を経験し、ホテ

ル調理場の作業内容などのマネジメン

トに熟知した現経営者が、ホテル内レ

ストランメニューの品揃えの支援を行

う調理工場を標ぼうして1990年にＣ社

を創業した。 

③ 製造部長、総菜製造課長、菓子製造

課長（以下、工場管理者という）は、ホ

テルや旅館での料理人の経験がある。 

④ Ｃ社の工場は、製造班ごとの加工室

に分離され、食品衛生管理上交差汚染

を防ぐようゾーニングされているが、

各加工室の設備機器のレイアウトはホ

テルや旅館の厨房と同様なつくりとな

っている。 

⑤ この採用された外部人材は、中堅食

品製造業で製品開発の実務や管理の経

験がある。 

弱
み
（
Ｗ
） 

① 食材や調味料の受入れ

と、常温、冷蔵、冷凍によ

る在庫の保管管理は資材

管理課が行っているが、

入出庫記録がなく、食材

や調味料の在庫量は増え

る傾向にあり、廃棄も生

じる。 

② 製造日に必要な食材や

調味料は前日準備する

が、その時点で納品遅れ

が判明し、販売先に迷惑

をかけたこともある。 

 

機
会
（
Ｏ
） 

① 近年、販売先のホテルや旅館では、

増加する訪日外国人観光客の集客を狙

って、地元食材を使った特色のあるメ

ニューを提供する傾向が強まっている

が、その一方で材料調達や在庫管理の

簡素化などによるコスト低減も目指し

ている。 

脅
威
（
Ｔ
） 
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そ
の
他 

① 現在の組織は、総務部４名、配送業務を兼務する営業部６名、最近新設

した製品開発部２名、製造部48名で構成されている。 

② 総菜製造課には５つの総菜製造班、菓子製造課には菓子製造とパン製

造の２つの班があり、総菜製造班は販売先ごとに製造を行っている。 

③ 受注量が最も多い総菜の製造工程は、食材の不用部トリミングや洗浄

を行う前処理、食材の計量とカットや調味料の計量を行う計量・カット、

調味料を入れ加熱処理する調理があり、鍋やボウル、包丁など汎用調理器

具を使って手作業で進められている。 

④ Ｃ社が受託する製品は、販売先のホテルや旅館が季節ごとに計画する

料理メニューの中から、その販売先料理長が選定する食品で、その食材、

使用量、作業手順などの製品仕様は販売先料理長がＣ社に来社し、口頭で

直接指示を受けて試作し決定する。 

⑤ 販売先料理長から口頭で指示される各製品の食材、使用量、作業手順な

どの製品仕様は、工場管理者が必要によってメモ程度のレシピ（レシピと

は必要な食材、その使用量、料理方法を記述した文書）を作成し活用して

いたが、整理されずにいる。 

⑥ パートリーダーは、月度生産計画に必要な食材や調味料の必要量を経

験値で見積り、長年取引がある食品商社に月末に定期発注する。 

⑦ 朝食用製品については販売先消費日の前日午後に製造し当日早朝に納

品する。夕食用製品については販売先消費日の当日14:00までに製造し納

品する。 

⑧ Ｘ社では、各店舗の売上金額は増加しているが、総菜コーナーの売上伸

び率が低く、Ｘ社店舗のバックヤードでの調理品の他に、中食需要に対応

する総菜の商品企画を求めている。 

⑨ Ｃ社では、季節性があり高級感のある和食や洋食の総菜などで、Ｘ社の

既存の総菜商品との差別化が可能な商品企画を提案している。 

⑩ Ｃ社の製品開発部は、このために外部人材を採用し最近新設された。 

⑪ 納品は商品の鮮度を保つため最低午前と午後の配送となる。 

⑫ Ｘ社としては、当初は客単価の高い数店舗から始め、10数店舗まで徐々

に拡大したい考えである。 

⑬ Ｃ社社長は、この新規事業に積極的に取り組む方針であるが、現在の生

産能力では対応が難しく、工場増築などによって生産能力を確保する必

要があると考えている。 
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第１問（配点10点） 

【問題】 

 Ｃ社の生産面の強みを２つ40字以内で述べよ。 

 

【基本理論】 

共 通 テーマ№１ 環境分析 

 

【解説】 

Ｃ社の生産面の強みを２つ解答する問題である。与件文よりＣ社の強みを全て

抽出し、その中から生産面に関する強みを２つの視点から解答する。工場管理者

（製造部長、総菜製造課長、菓子製造課長）には、ホテルや旅館での料理人の経験

があることや新設された製品開発部の人材は中堅食品製造業で製品開発の実務や

管理の経験があること等、人材面における強みの記載が目に付く。１つ目の強み

はこれらの中から生産面への関与が最も強い人材を指摘すれば良い。もう１つの

強みについては、食品を多品種少量で受託製造している生産体制（生産体制面）や

顧客の厨房と同様なつくりである加工室を有すること（施設面）が候補として挙

げられる。 

ポイントは、「生産面の強みを２つ」という制約条件を外さないことである。 

 また、多品種少量で受託製造できる生産体制（生産体制面）や顧客の厨房と同様

なつくりである加工室を有すること（施設面）のどちらを解答とするか悩ましい

が、施設も含めて多品種少量でも受託できる生産体制という広い意味で解答とす

る。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｓ－① Ｃ社は地方都市に立地し、温泉リゾート地にある高級ホテルと高級旅館

５軒を主な販売先として、販売先の厨房の管理を担う料理長（以下、販売

先料理長という）を通じて依頼がある和食や洋食の総菜、菓子、パン類な

どの多品種で少量の食品を受託製造している。 

Ｓ－② 高級ホテルの料理人を経験し、ホテル調理場の作業内容などのマネジメ

ントに熟知した現経営者が、ホテル内レストランメニューの品揃えの支援

を行う調理工場を標ぼうして1990年にＣ社を創業した。 

Ｓ－③ 製造部長、総菜製造課長、菓子製造課長（以下、工場管理者という）は、

ホテルや旅館での料理人の経験がある。 

Ｓ－④ Ｃ社の工場は、製造班ごとの加工室に分離され、食品衛生管理上交差汚

染を防ぐようゾーニングされているが、各加工室の設備機器のレイアウト

はホテルや旅館の厨房と同様なつくりとなっている。 

Ｓ－⑤ この採用された外部人材は、中堅食品製造業で製品開発の実務や管理の

経験がある。 

 

 

思考プロセス 

１．Ｃ社の強みを抽出 

 ・Ｓ－①より、高級ホテル等から多品種少量の食品を受託製造できる。 

 ・Ｓ－②より、高級ホテルでの料理人の経験とホテル調理場についてのマネジ

メントに熟知した現経営者がいる。 

 ・Ｓ－③より、工場管理者はホテル等での料理経験がある。 

 ・Ｓ－④より、各加工室の設備機器のレイアウトはホテルや旅館の厨房と同様

なつくりとなっている。（販売先料理長からの変更指示等にも臨機応変に対

応できる） 

 ・Ｓ－⑤より、製品開発部には中堅食品製造業で製品開発の実務や管理の経験

がある人材がいる。 

２．生産面での強みの検討 

 ・人材面において、現経営者や製品開発部の人材よりも直接製造に関与してい

る工場管理者が優先される。 
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 ・もう１つの切り口としては、製造面における多品種少量の食品を受託製造体

制が挙げる。（施設面よりも優先度が高い。） 

 

 

解答 

ホテル等で料理人経験を持つ工場管理者の存在、多品種少量で対応できる受託製

造体制。（40字） 
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第２問（配点20点） 

【問題】 

 Ｃ社の製造部では、コロナ禍で受注量が減少した2020年以降の工場稼働の低下

による出勤日数調整の影響で、高齢のパート従業員も退職し、最近の増加する受

注量の対応に苦慮している。生産面でどのような対応策が必要なのか、100字以内

で述べよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅲ テーマ№５ 作業改善 

 

【解説】 

 最近増加する受注量に応えるための生産面での対応策を答える問題である。問

題文には、追加情報としてコロナ禍の影響により高齢パート従業員が退職してお

り、増加する受注量に対し人員が不足していることが記載されている。従って、既

存事業（受託製造）について、生産性を向上し、少人数でも対応できる生産体制の

構築を図る必要がある。 

与件文には、総菜の製造工程は汎用調理器具を使って手作業で進められている

ことや販売先料理長から指示されるレシピはメモ程度で整理されずにいることが

記載されている。これらの与件に基づき解答を構成する。 

販売先ごとに製造しているレイアウトを工程別レイアウトに変更するというよ

うな解答は、「食品衛生管理上交差汚染を防ぐようにようゾーニングされている」

という与件があるため題意を外すことになる。 

当問は、出題された５題のうち最も対応が難しい問題であり、難易度の見極め

がポイントとなったと思われる。出題順からすると２番目の問題ではあるが、後

続の問題を優先し後回しするとういうマネジメントが必要であったと思われる。 
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ロジカル・チャート 

与件 

第５問 食品スーパーＸ社と共同で行っている総菜製品の新規事業について、Ｃ

社社長は現在の生産能力では対応が難しいと考えており、工場敷地内に工

場を増築し、専用生産設備を導入し、新規採用者を中心とした生産体制の

構築を目指そうとしている。 

他－③ 受注量が最も多い総菜の製造工程は、食材の不用部トリミングや洗浄を

行う前処理、食材の計量とカットや調味料の計量を行う計量・カット、調

味料を入れ加熱処理する調理があり、鍋やボウル、包丁など汎用調理器具

を使って手作業で進められている。 

他－⑤ 販売先料理長から口頭で指示される各製品の食材、使用量、作業手順な

どの製品仕様は、工場管理者が必要によってメモ程度のレシピ（レシピと

は必要な食材、その使用量、料理方法を記述した文書）を作成し活用して

いたが、整理されずにいる。 

 

 

思考プロセス 

１．問題点の抽出 

 ・他－③より、受注量が最も多い総菜の製造工程は、鍋やボウル、包丁等の汎

用調理器具を使って手作業で進められているため、生産効率が悪い。 

 ・他－⑤より、製品仕様は、工場管理者が必要によってメモ程度のレシピを作

成し活用していたが、整理されていないため、生産性を向上させるためには

整理の必要がある。 

２．対応策の検討 

 ・第５問の問題文より、総菜の製造工程に専用の調理器具や生産設備を導入 

し、少人数でも対応できる体制を構築する。 

 ・工場管理者のレシピを整理し、標準化・マニュアル化することでパート従業

員への指示・監督を効率化する。 

 

 

解答 

手作業で行なっている総菜製造工程に専用の調理器具や生産設備を導入し少人

数でも対応できる体制を構築する。工場管理者のレシピを整理し、標準化・マニ

ュアル化することでパート従業員への指示・監督を効率化する。（100字） 
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第３問（配点20点） 

【問題】 

 Ｃ社では、最近の材料価格高騰の影響が大きく、付加価値が高い製品を販売し

ているものの、収益性の低下が生じている。どのような対応策が必要なのか、120

字以内で述べよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅲ テーマ№３ 生産計画 

 

【解説】 

当問は、材料価格高騰の影響を受け収益性の低下が生じていることについての

対応策が求められており、既存事業に関する問題である。まずは与件文より、コス

ト高の原因となる箇所を探し出す。 

月次生産計画に必要な食材等の必要量を経験で見積もっていることや在庫の保

管管理を行っている資材管理課において、入出庫記録がなく在庫量の増加や廃棄

が発生していることが記載されている。さらに、納品の前日になって、必要な食材

等の納期遅れが判明する状況にあることが分かる。これらの与件に基づき、一次

知識を用いて解答を構成する。 

当問は、解答の根拠となる与件文が分かりやすく最も対応がしやすい問題であ

ったと言える。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｗ－① 食材や調味料の受入れと、常温、冷蔵、冷凍による在庫の保管管理は資

材管理課が行っているが、入出庫記録がなく、食材や調味料の在庫量は増

える傾向にあり、廃棄も生じる。 

Ｗ－② 製造日に必要な食材や調味料は前日準備するが、その時点で納品遅れが

判明し、販売先に迷惑をかけたこともある。 

他－⑥ パートリーダーは、月度生産計画に必要な食材や調味料の必要量を経験

値で見積り、長年取引がある食品商社に月末に定期発注する。 

他－⑦ 朝食用製品については販売先消費日の前日午後に製造し当日早朝に納

品する。夕食用製品については販売先消費日の当日14:00までに製造し納

品する。 

類推 

・Ｗ－①、他－⑥より、食材や調味料の必要量を経験値で見積もっているため、

精度の低い生産計画になっており、また、在庫の確認もせずに、経験値で見積

もった量をそのまま発注しているため、結果として在庫量が増えていると類推

される。 

・Ｗ－②、他－⑦より、製品の納品が食事に間に合わなくなるとキャンセルされ、

機会損失になることが類推される。 

 

 

思考プロセス 

１．問題点の抽出 

 ・Ｗ－①、他－⑤より、パートリーダーは、月度生産計画に必要な食材や調味

料の必要量を経験値で見積もっているため、精度の低い生産計画になってい

る上、入出庫記録がなく在庫の把握もされず、そのまま発注しているため、

在庫量の増加や廃棄が生じている。 

 ・Ｗ－②、他－⑦より、納品日の前々日に必要な食材や調味料の納品遅れが判

明すると、販売先の食事に間に合わず、機会損失が生じる可能性がある。 

２．対応策の検討 

 ・パートリーダーが経験値で見積もっている食材や調味料の必要量ではなく、

実際使用予定量を月次生産計画に盛り込み、精度を上げる。 
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 ・資材管理課は、入出庫記録を記帳し、食材や調味料の正確な在庫を把握でき

るようにする。 

 ・在庫と実際使用予定量を勘案し、発注量を決めることで、在庫の増加や廃棄

ロスを防止する。 

 ・余裕をもって必要な食材や調味料の納品日を確認し、納期遅れによる機会損

失を防止する。 

 

 

 

  

解答 

食材等の必要量を経験値の見積りでなく、実際使用予定量を月次生産計画に盛り

込み、食材等の入出庫記録を記帳し在庫を把握して発注量を決めることで在庫の

増加や廃棄ロスを防止する。余裕をもって食材等の納品日を確認し、納期遅れに

よる機会損失を防止する。（120字） 
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第４問（配点20点） 

【問題】 

 Ｃ社社長は受注量が低迷した数年前から、既存の販売先との関係を一層密接に

するとともに、他のホテルや旅館への販路拡大を図るため、自社企画製品の製造

販売を実現したいと思っていた。また、食品スーパーＸ社との新規事業でも総菜

の商品企画が必要となっている。創業から受託品の製造に特化してきたＣ社は、

どのように製品の企画開発を進めるべきなのか、120字以内で述べよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅲ テーマ№10 技術・製品開発 

 

【解説】 

創業から受託品の製造に特化してきたＣ社が、どのように製品の企画開発を進

めるべきなのかが問われている。これまでの販売先料理長から指示される受託製

造とは違い、一般消費者のニーズを把握し、このニーズに基づいた製品企画を行

うことが要求される。 

また、問題文には追加の情報として、他のホテル等への販路拡大や食品スーパ

ーＸ社との新規事業のためであることが記載されている。このために新設された

製品開発部には中堅食品製造業で製品開発の実務等を経験した外部人材を採用し

ている。しかし、開発部員は２名であり、人材は十分とは言えない。自社企画製品

の企画開発には、営業、製造、製品開発の各部門の協力が必要である。 

製品開発の一次知識を活用しながら、企画開発における営業部、製品開発部、製

造部の役割を示すことが解答の方向性となる。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｓ－② 高級ホテルの料理人を経験し、ホテル調理場の作業内容などのマネジメ

ントに熟知した現経営者が、ホテル内レストランメニューの品揃えの支援

を行う調理工場を標ぼうして1990年にＣ社を創業した。 

Ｓ－③ 製造部長、総菜製造課長、菓子製造課長（以下、工場管理者という）は、

ホテルや旅館での料理人の経験がある。 

Ｓ－⑤ この採用された外部人材は、中堅食品製造業で製品開発の実務や管理の

経験がある。 

他－① 現在の組織は、総務部４名、配送業務を兼務する営業部６名、最近新設

した製品開発部２名、製造部48名で構成されている。 

他－④ Ｃ社が受託する製品は、販売先のホテルや旅館が季節ごとに計画する料

理メニューの中から、その販売先料理長が選定する食品で、その食材、使

用量、作業手順などの製品仕様は販売先料理長がＣ社に来社し、口頭で直

接指示を受けて試作し決定する。 

他－⑧ Ｘ社では、各店舗の売上金額は増加しているが、総菜コーナーの売上伸

び率が低く、Ｘ社店舗のバックヤードでの調理品の他に、中食需要に対応

する総菜の商品企画を求めている。 

他－⑨ Ｃ社では、季節性があり高級感のある和食や洋食の総菜などで、Ｘ社の

既存の総菜商品との差別化が可能な商品企画を提案している。 

他－⑩ Ｃ社の製品開発部は、このために外部人材を採用し最近新設された。 

 

 

思考プロセス 

１．現在の企画開発 

 ・他－①⑩より、製品開発部は最近新設されたばかりで、２名しかいない。 

 ・他－④より、製品仕様は販売先料理長によって指示される。 

  ⇒Ｃ社には自社企画の経験・ノウハウはなく、製品開発部の人材も十分とは

いえない。 

２．企画開発に活用できるスキル 

・Ｓ－②より、高級ホテルの料理人を経験し、ホテル調理場の作業内容などの

マネジメントに熟知した現経営者の持つスキルは製品の企画開発に活用で
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きる。 

・Ｓ－③より、工場管理者のホテル等での料理人の経験は製品の企画開発に活

用できる。 

・Ｓ－⑤、他－⑩より、製品開発部の人材が持つ製品開発の実務や管理の経験

は製品の企画開発に活用できる。 

３．企画開発の内容 

 ・他－⑧⑨より、Ｘ社は中食需要に対応する総菜の商品企画を求めており、Ｃ

社では、季節性があり高級感のある総菜等で商品企画を提案している。 

４．製品企画の進め方 

 ・現経営者や工場管理者の料理人の経験、製品開発部員の製品開発の実務の経

験を活かし、全社的に企画開発を推進する。 

 ・営業部で消費者ニーズを収集し、製品開発部ではニーズに基づく製品を企画

する。 

 ・製造部で試作を重ね、中食需要に対応する総菜の製品仕様を決定する。 

 

 

 

 

  

解答 

現経営者や工場管理者の料理人の経験、製品開発部員の製品開発の実務の経験を

活かし、全社的に推進する。営業部で消費者ニーズを収集し、製品開発部ではニ

ーズに基づく製品を企画する。製造部で試作を重ね、中食需要に対応する総菜の

製品仕様を決定する。（118字） 
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第５問（配点30点） 

【問題】 

 食品スーパーＸ社と共同で行っている総菜製品の新規事業について、Ｃ社社長

は現在の生産能力では対応が難しいと考えており、工場敷地内に工場を増築し、

専用生産設備を導入し、新規採用者を中心とした生産体制の構築を目指そうとし

ている。このＣ社社長の構想について、その妥当性とその理由、またその際の留意

点をどのように助言するか、140字以内で述べよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅲ テーマ№８ 経営戦略 

 

【解説】 

食品スーパーＸ社と共同で行っている総菜製品の新規業に対する社長構想につ

いての妥当性とその理由、留意点を助言する問題である。結論が二択となってい

るため、結論を外した場合には全く得点にならないリスクがある。しかし、「妥当

でない」という結論に至った場合、妥当でないことに対する留意点などは書きよ

うがないであろう。 

問題文の追加情報である「工場敷地内に工場を増築し、専用生産設備を導入し、

新規採用者を中心とした生産体制の構築を目指そう」というＣ社社長の構想をし

っかりと確認し、全体戦略の観点から解答する。また、Ｘ社の意向として客単価の

高い数店舗から始め10数店舗まで徐々に拡大したいこと、さらに納品の頻度が高

くなることが記載されているので、これらを根拠に解答を導きたい。 

理由については、既存の体制（多品種少量の食品の受託製造体制）では対応でき

ないことを挙げ、留意点については、専用機械設備なのでＸ社の状況に合わせて

段階的に設備投資等を行なうことや配送体制を構築すること等が考えられる。 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｓ－④ Ｃ社の工場は、製造班ごとの加工室に分離され、食品衛生管理上交差汚

染を防ぐようゾーニングされているが、各加工室の設備機器のレイアウト

はホテルや旅館の厨房と同様なつくりとなっている。 

他－① 現在の組織は、総務部４名、配送業務を兼務する営業部６名、最近新設

した製品開発部２名、製造部48名で構成されている。 

他－② 総菜製造課には５つの総菜製造班、菓子製造課には菓子製造とパン製造

の２つの班があり、総菜製造班は販売先ごとに製造を行っている。 

他－⑪ 納品は商品の鮮度を保つため最低午前と午後の配送となる。 

他－⑫ Ｘ社としては、当初は客単価の高い数店舗から始め、10数店舗まで徐々

に拡大したい考えである。 

他－⑬ Ｃ社社長は、この新規事業に積極的に取り組む方針であるが、現在の生

産能力では対応が難しく、工場増築などによって生産能力を確保する必要

があると考えている。 

類推 

・他－①⑪⑫より、現在の配送は営業部（６名）が兼務しているが、納品店舗数

の増加や納品頻度の増加から配送が間に合わなくなることが類推される。 

 

 

思考プロセス 

社長の構想については理由から考え、その後、妥当性や留意点を検討する。 

１．理由 

・他－⑫より、Ｘ社は10数店舗まで徐々に拡大したい考えである。 

・Ｓ－④、他－②⑬より、加工室のレイアウトはホテル等の厨房と同様なつく

りで、現行の多品種少量の受託生産には適合するが、多店舗展開するＸ社と

の取引による生産量には対応が難しい。 

２．妥当性 

 ・上記の理由より、社長の構想は妥当である。 

３．留意点 

・他－⑫より、納品店舗数に合わせて段階的に設備投資を行いリスクの低減を

図る。 

 ・他－①⑪⑫より、配送体制を構築する。  
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解答 

社長の構想は妥当である。理由は、加工室のレイアウトはホテル等の厨房と同様

なつくりで現行の多品種少量の受託生産には適合するが、Ｘ社との取引による生

産量には対応できないため。留意点は、納品店舗数に合わせて段階的に設備投資

を行いリスクの低減を図ること、配送体制を構築することである。（138字） 
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事例概要 

 Ｄ社は化粧品製造企業である。独自開発の原料を配合した基礎化粧品、サプリ

メント等の企画・開発・販売を行っており、生産はＯＥＭ生産、販売は基本的に百

貨店やドラッグストア等の取扱店への直接販売と自社ＥＣサイトを通じて美容液

の定期購買サービスを開始している。健康志向、アンチエイジング志向に対応す

るため、男性向けアンチエイジング製品の開発と自社生産を検討している。 

 

解法手順 

手順１ 事例全体の内容をつかむ 

手順２ 設問間の関連性を構造的に検討する 

手順３ 設問ごとに、出題の趣旨を推論し、基本理論を活用して解答を導き出

す 

 

手順１ 事例全体の内容をつかむ 

 Ｄ社は資本金１億円、総資産約30億円、売上高約45億円、従業員31名の化粧品を

製造する企業である。独自開発の原料を配合した基礎化粧品、サプリメント等の

企画・開発・販売を行っており、生産はＯＥＭ生産によっている。 

 直近では、同業他社との競争激化により販売が低迷してきており、このままで

は売上高がさらに減少する可能性が高いと予想される。また、今後は、輸送コスト

が高騰し、原材料等の仕入原価が上昇すると予想される。しかし、Ｄ社では、将来

の成長を見込んで、当面は人件費等の削減は行わない方針である。 

健康志向、アンチエイジング志向に対応するため、男性向けアンチエイジング

製品の基礎研究を進めてきた。今までにない画期的な製品であり、市場の状況が

見通せない状況であるため、慎重な検討を要すると考えている。また、この新製品

については自社製生産を行う予定で、資金の確保を進めている。 

  

令和５年度解答・解説 
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事例全体の設問テーマ 

第１問（設問１）経営比率分析の計算 

   （設問２）経営比率分析結果より、悪化した指標に関する原因分析 

第２問（設問１）ＣＶＰ分析 

（変動費率・固定費・損益分岐点売上高、損益分岐点比率の計算） 

      （設問２）赤字製品の販売中止をすべきかどうかの判断 

   （設問３）売上高基準による共通費の配賦の妥当性 

第３問（設問１）ＮＶＰ法による設備投資の採算性計算 

   （設問２）販売量が明らかになる条件での正味現在価値の変化の計算と、

それによる投資タイミングの判断 

第４問（設問１）ＯＥＭ生産の財務的利点 

   （設問２）新商品開発・販売の財務的利点 

 

手順２ 設問間の関連性を構造的に検討する 

 第１問は経営比率分析の問題である。設問１で求められている指標の数は３つ

であるが、悪化した財務指標２つと改善した財務指標１つという制約条件がある。

設問２は悪化した財務指標の原因が問われている。 

 第２問は、設問１が２期間の財務データからＣＶＰ分析を行う問題、設問２は

営業利益が赤字の製品について販売中止すべきかどうかを判断する問題、第３問

は売上高基準で共通費を配賦する会計処理の妥当性を記述する問題である。 

 第３問は、投資判断の問題である。設問１は２ケースを想定した期待値による

投資判断、設問２は販売量が明らかになる条件での正味現在価値の変化の計算と、

それによる投資タイミングを判断する。 

 第４問設問１はＯＥＭ生産の財務的利点、設問２は新商品開発・販売の財務的

利点について記述する問題である。設問２は第１問の経営比率分析と関連する。 

  



 －84－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手順３ 設問ごとに、出題の趣旨を推論し、基本理論を活用して解答を導き出す 

 第１問は、与件文で与えられている情報を中心に「収益性（売上高利益率を中

心）」「効率性（回転率を中心）」「安全性（流動性）」という経営比率分析の枠組み

を基本に解答する。 

第２問設問１は、２期間の財務データから変動費率、固定費、損益分岐点売上

高、損益分岐点比率の変化を計算する問題である。変動費率は２期間で一定とい

う条件が明示されているが、固定費も一定と仮定して解答する必要がある。 

設問２は営業利益が赤字の製品について販売中止すべきかどうかを判断する問

題である。貢献利益を考え、解答する。 

設問３は、売上高を基準に共通費を配賦する会計処理についての妥当性につい

て問われている。売上高基準で共通費を配賦する会計処理は一般的であるが、一

次知識より配賦基準の課題を考慮して、解答する。 

第３問設問１は、ＮＰＶによる投資決定の問題である。運転資本の計算と設備

投資の処分価額をCFに含めるか否か、5,000個の場合の法人税について注意する。 

設問２は、１年経過することで販売量が明らかになることによる正味現在価値

第１問 

経営比率分析 

悪化した財務指標 ２つ 

改善した財務指標 １つ 

第２問  

（設問１）ＣＶＰ分析 

（設問２）赤字製品の判断 

（設問３）配賦の妥当性 

第４問 

（設問１） 

ＯＥＭ生産の利点 

（設問２） 

新製品の利点 

第３問 投資判断 

（設問１） 

２ケースを想定した期待値

による投資判断 

（設問２） 

販売量が明らかになる条件

での正味現在価値の変化と

投資のタイミングの判断 

Ｄ社の成長・発展 
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の変化の計算と、それによる投資タイミングの判断である。投資も１年遅らせる

ことから、正味現在価値を計算する際、設備投資額も現在価値に引き直す必要が

あることと、5,000個の場合は正味現在価値がマイナスであるため、投資しないと

いう意思決定ができるということに注意する。 

第４問設問１のＯＥＭ生産の財務的利点については、与件文や問題に解答の根

拠となる情報がないため一次知識を活用して解答する。 

設問２の新商品開発・販売の財務的利点については、与件文で与えられている

情報を踏まえて解答する。 
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与件抽出シート 

＜貸借対照表＞金額単位：万円 関連する与件文 

Ｄ－① 現金 

３年度593,256 ４年度1,133,270 

Ｄ－② 流動負債 

３年度851,394 ４年度640,513 

Ｔ－① 製品の生産はＯＥＭ生産によっ

ている。 

Ｔ－② 直近では、実店舗やネット上で

の同業他社との競争激化により販

売が低迷してきており、このまま

では売上高がさらに減少する可能

性が高いと予想される。 

Ｔ－③ Ｄ社では、将来の成長を見込ん

で、当面は人件費等の削減は行わ

ない方針である。 

＜損益計算書＞金額単位：万円 

Ｄ－③ 売上高 

３年度5,796,105 ４年度4,547,908 

Ｄ－④ 販売費及び一般管理費 

３年度2,625,222 ４年度2,277,050 

Ｄ－⑤ 営業利益 

３年度985,027 ４年度527,037 

その他設問テーマに関する与件文 

Ｔ－④ 当該男性向けアンチエイジング製品は、今までにない画期的な製品で

あり、市場の状況が見通せない状況であるため、慎重な検討を要すると

考えている。 

Ｔ－⑤ Ｄ社では、この新製品については、技術上の問題からＯＥＭ生産では

なく自社生産を行う予定であり、現在、そのための資金の確保を進めて

いる。 
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第１問（配点20点） 

【問題】 

（設問１） 

Ｄ社の２期間の財務諸表を用いて経営分析を行い、令和３年度と比較して悪化

したと考えられる財務指標を２つ（①②）、改善したと考えられる財務指標を１つ

（③）取り上げ、それぞれについて、名称を(a)欄に、令和４年度の財務指標の値

を(b)欄に記入せよ。解答に当たっては、(b)欄の値は小数点第３位を四捨五入し

て、小数点第２位まで表示すること。また、(b)欄のカッコ内に単位を明記するこ

と。 

 

（設問２） 

設問１で解答した悪化したと考えられる２つの財務指標のうちの１つを取り上

げ、悪化した原因を80字以内で述べよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅳ テーマ№１ 経営比率分析 

 

【解説】 

 ２期間の財務諸表を用いて、悪化している財務指標２つと改善した財務指標１

つを挙げる問題である。 

 与件文には、変化を示す内容として「直近では、実店舗やネット上での同業他社

との競争激化により販売が低迷してきており、このままでは売上高がさらに減少

する可能性が高いと予想される。」、「Ｄ社では、将来の成長を見込んで、当面は人

件費等の削減は行わない方針である。」、「Ｄ社では、この新製品については、技術

上の問題からＯＥＭ生産ではなく自社生産を行う予定であり、現在、そのための

資金の確保を進めている。」とあり、この点を中心に「収益性（売上高利益率を中

心）」「効率性（回転率を中心）」「安全性（流動性）」という経営比率分析の枠組み

を基本に考えていく。 

 次頁の表は主な経営指標を一覧にしたものである。 

 なお、悪化した財務指標に売上高販管費率ではなく、売上高営業利益率を挙げ

ることは不適切ではないが、売上高営業利益率の悪化の主な原因は、売上が減少

しているにもかからず、人件費等の削減を行っていないことにあるため、売上高

販管費率の方が適切な解答と考える。 
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 また、「今後は、輸送コストが高騰し、原材料等の仕入原価が上昇すると予想さ

れる。」という情報に迷わされるかもしれないが、予想されるとあるように、これ

は将来の話であり、実際に売上高総利益率（原価率）は、それほど低下していな

い。 

 

 ３年度 ４年度 傾向 

＜収益性＞ 

総資本経常利益率（％） 34.32 18.05 悪化 

売上高総利益率（％） 62.29 61.66 横ばい 

売上高販管費比率（％） 45.29 50.07 悪化 

売上高営業利益率（％） 16.99 11.59 悪化 

売上高経常利益率（％） 16.95 11.81 悪化 

売上高当期純利益率（％） 11.24 8.09 悪化 

＜安全性＞ 

流動比率（％） 314.33 433.64 改善 

当座比率（％） 197.22 311.97 改善 

固定比率（％） 9.40 8.55 横ばい 

固定長期適合率（％） 9.29 8.45 横ばい 

自己資本比率（％） 69.48 77.57 改善 

負債比率（％） 43.93 28.94 改善 

＜効率性＞ 

総資本回転率（回） 2.02 1.53 悪化 

売上債権回転率（回） 5.34 5.26 横ばい 

棚卸資産回転率（回） 6.11 6.14 横ばい 

有形固定資産回転率（回） 89.83 71.90 悪化 
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ロジカル・チャート 

与件 

Ｄ－① 現金 

３年度593,256 ４年度1,133,270 

Ｄ－② 流動負債 

３年度851,394 ４年度640,513 

Ｄ－③ 売上高 

３年度5,796,105 ４年度4,547,908 

Ｄ－④ 販売費及び一般管理費 

３年度2,625,222 ４年度2,277,050 

Ｄ－⑤ 営業利益 

３年度985,027 ４年度527,037 

Ｔ－① 製品の生産はＯＥＭ生産によっている。 

Ｔ－② 直近では、実店舗やネット上での同業他社との競争激化により販売が低

迷してきており、このままでは売上高がさらに減少する可能性が高いと予

想される。 

Ｔ－③ Ｄ社では、将来の成長を見込んで、当面は人件費等の削減は行わない方

針である。 

Ｔ－⑤ Ｄ社では、この新製品については、技術上の問題からＯＥＭ生産ではな

く自社生産を行う予定であり、現在、そのための資金の確保を進めている。 

類推 

・Ｄ－③④⑤、Ｔ－②③より、売上高が大きく減少しているが、人件費等の削減

をおこなっていないため、営業利益率が低下していると類推される。 

・Ｄ－①、Ｔ－⑤より、男性向けアンチエイジング製品の自社生産のため、資金

の確保を進めているため、現金が大幅に増加している。 

 

 

思考プロセス 

（設問１） 

１．悪化している財務指標 

経営指標から、収益性と効率性（一部）が悪化している。この中から悪化し

ている財務指標として、売上高販管費率と有形固定資産回転率を選ぶ。 
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理由は、収益性悪化の主な原因は、同業他社との競争激化により売上高が大

きく減少しているが、人件費等の削減を行っていないため、販売費及び一般管

理費は微減であることによるためである。 

効率性では、有形固定資産回転率と総資本回転率が悪化している。どちらを

解答に挙げても良いと考えるが、悪化の主な原因はどちらも売上の減少であ

り、Ｄ社はＯＥＭ生産に頼っている（Ｔ－①）という特徴を鑑みて有形固定資

産回転率を挙げる。 

 

２．改善している財務諸表 

経営指標から、安全性が改善している。この中から改善している財務指標と

しては、当座比率を選ぶ。 

理由は、Ｄ社は、男性向けアンチエイジング製品の自社生産のため、資金の

確保を進めているため、当座資産が増加しているためである。 

 

３．設問２で取り上げる指標 

Ｄ社の最も特徴的なことは、売上高が大きく減少しているが、人件費等の削

減を行っていないことである。この点を考慮し、売上高販管費率を取り上げる

のが妥当である。 

 

 

解答 

（設問１） 

 (a) (b) 

① 売上高販管費率 50.07％ 

② 有形固定資産回転率 71.90回転 

③ 当座比率 311.97％ 

 

（設問２） 

売上高販管費率が悪化した原因は、同業他社との競争激化により売上高が大きく

減少しているが、人件費等の削減を行っていないため、販管費は横ばいであるこ

とによる。 
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第２問（配点30点） 

【問題】 

（設問１） 

 Ｄ社の２期間の財務データからＣＶＰ分析を行い、Ｄ社の収益性の分析を行う。

原価予測は営業利益の段階まで行い、２期間で変動費率は一定と仮定する。 

 以上の仮定に基づいてＤ社の２期間の財務データを用いて、(1)変動費率および

(2)固定費を求め、(3)令和４年度の損益分岐点売上高を計算せよ。また、(4)求め

た損益分岐点売上高を前提に、令和３年度と令和４年度で損益分岐点比率がどれ

だけ変動したかを計算せよ。損益分岐点比率が低下した場合は、△を数値の前に

付けること。 

 解答に当たっては、変動費率は小数点第３位を四捨五入して、小数点第２位ま

で表示すること。また、固定費および損益分岐点売上高は、小数点第２位まで表示

した変動費率で計算し、千円未満を四捨五入して表示すること。 

 

【基本理論】 

事例Ⅳ テーマ№４ 損益分岐点分析 

 

【解説】 

 ２期間の財務データから変動費率、固定費、損益分岐点売上高、損益分岐点比率

の変化を計算する問題である。 

 まずは、変動費率と固定費を求めることになる。限界利益から固定費を控除し

た額が利益（本問では営業利益）であるため、下記の連立方程式が成り立つ（変動

費率をＸ、固定費をＹとする）。この連立方程式を解き、変動費率と固定費を求め

る。 

 

4,547,908×（１－Ｘ）－Ｙ＝527,037 

5,796,105×（１－Ｘ）－Ｙ＝985,027 

 

なお、本問では２期間で変動費率は一定と仮定するという条件が明示されてい

るが、固定費については明記がない。しかし、固定費も一定と仮定しなければ問題

は解けない。 

 (3)の損益分岐点売上高は、固定費÷限界利益率（１－変動費率）で求められる。 

 (4)の損益分岐点比率は、損益分岐点売上高÷売上高×100で求められる。  
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ロジカル・チャート 

与件・問題文 

問題文のみ 

 

 

思考プロセス 

１．変動費率と固定費を求める。 

変動費率をＸ、固定費をＹとすると、以下の連立方程式が成り立つため、こ

れを解く。 

4,547,908×（１－Ｘ）－Ｙ＝527,037 …① 

5,796,105×（１－Ｘ）－Ｙ＝985,027 …② 

 

①より、Ｙ＝4,547,908－4,547,908Ｘ－527,037 …③ 

②を②に代入 

5,796,105（１－Ｘ）－（4,547,908－4,547,908Ｘ－527,037）＝985,027 

1,248,197－1,248,197Ｘ＋527,037＝985,027 

1,248,197Ｘ＝790,207 

     Ｘ≒0.63308 

 

Ｘ＝0.6331を①に代入 

4,547,908×（１－0.6331）－Ｙ＝527,037 

Ｙ≒1,141,590 

 

２．令和４年度の損益分岐点売上高を計算する。 

 1,141,590÷（１－0.6331）≒3,111,447 

 

３．損益分岐点比率の変動を計算する。 

 令和４年度の損益分岐点比率は、3,111,447÷4,547,908≒0.6841 

 令和３年度の損益分岐点比率は、3,111,447÷5,796,105≒0.5368 

 

 損益分岐点比率は、令和３年度53.68％から令和４年度68.41％へ、14.73％向

上している。 
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解答 

（設問１） 

(1)63.31％ 

(2)1,141,590千円 

(3)3,111,447千円 

(4)14.73％ 
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第２問（配点30点） 

【問題】 

（設問２） 

 Ｄ社のサプリメントの製品系列では、Ｗ製品、Ｘ製品、Ｙ製品の３種類の製品を

扱っている。各製品別の損益状況を損益計算書の形式で示すと、次のとおりであ

る。ここで、この３製品のうち、Ｘ製品は営業利益が赤字に陥っているので、その

販売を中止すべきかどうか検討している。 

 

（製品別損益計算書のデータは省略） 

 

 Ｘ製品の販売を中止してもＸ製品に代わる有利な取り扱い製品はないが、その

場合にはＸ製品の販売によってＸ製品の個別固定費の80％が回避可能であるとと

もに、Ｘ製品と部分的に重複した効能を有するＹ製品に一部の需要が移動すると

予想される。 

 (1)需要の変動がないとき、Ｘ製品の販売を中止すべきか否かについて、カッコ

内の「ある」か「ない」に○を付して答えるとともに、20字以内で理由を説明せ

よ。さらに、(2)Ｘ製品の販売を中止した場合に、現状の営業利益合計2,500万円を

下回らないためには、需要の移動によるＹ製品の売上高の増加額は最低いくら必

要か。計算過程を示して答えよ。なお、割り切れない場合には、万円未満を四捨五

入すること。 

 

【基本理論】 

事例Ⅳ テーマ№５ 貢献利益 

 

【解説】 

 (1)Ｘ製品の販売を中止すべきか否かについては、貢献利益を考える。貢献利益

がプラスであれば、共通費の回収に貢献するため、中止すべきでない。 

 (2)Ｘ製品の販売を中止した場合に、現状の営業利益合計2,500万円を下回らな

いために必要なＹ製品の売上高の増加額については、現状の2500万円を維持する

には、Ｙ製品で8,000万円の利益増が必要となる。限界利益率40％のＹ製品で8,000

万円の利益増を図るために必要な売上額を計算する。 
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ロジカル・チャート 

与件・問題文 

 

Ｘ製品の販売によってＸ製品の個別固定費の80％が回避可能であるとともに、

Ｘ製品と部分的に重複した効能を有するＹ製品に一部の需要が移動すると予想

される。 

 

 

思考プロセス 

１．Ｘ製品の販売を中止すべきか否かを検討する。 

Ｘ製品の貢献利益（限界利益－個別固定費）は5,000であることから、中止

すべきではない。 

 

２．営業利益合計2,500万円を下回らないために必要なＹ製品の売上増加額 

  Ｘ製品を中止した場合、全体の営業利益は以下となる。 

  限界利益   28,000万円 

  個別固定費  14,500万円（Ｘ製品を中止しても回避不能部分20％は残る） 

  共通費    19,000万円 

  営業利益   △5,500万円 

 よって、営業利益が2,500万円となるには、Ｙ製品で8,000万円の利益増が

必要である。 

 Ｙ製品の限界利益率は40％（4,000÷10,000）より、Ｙ製品で8,000万円の利

益増を図るために必要な売上額は8,000÷0.4＝20,000万円である。 
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解答 

(1)中止すべきで（ある・ない） 

貢献利益は5000千円のプラスであるため。(19字) 

(2)20,000万円 

  計算過程 

  Ｘ製品を中止した場合、全体の利益は以下となる。 

  限界利益   28,000万円 

  個別固定費  14,500万円 

  共通費    19,000万円 

  営業利益   △5,500万円 

よって、営業利益が2,500万円となるには、Ｙ製品で8,000万円の利益増が必

要。 

 Ｙ製品の限界利益率 4,000÷10,000＝0.4 

8,000÷0.4＝20,000 
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第２問（配点30点） 

【問題】 

（設問３） 

 Ｄ社では、売上高を基準に共通費を製品別に配賦している。この会計処理の妥

当性について、あなたの考えを80字以内で述べよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅳ テーマ№７ 原価計算 

 

【解説】 

 Ｄ社では、売上高を基準に共通費を製品別に配賦しているが、この妥当性につ

いて問われている。共通費は製品に直接関連付けることが困難なため、配賦基準

によって各製品へ配賦されるのは一般的に行われる会計処理である。その配賦基

準に売上高を用いることもよくある。Ｄ社はメーカといえど、生産はＯＥＭによ

っていることから、生産設備はないと推察され、配賦基準として売上高を採用す

ることは一定の合理性がある。 

 製品に実際にかかっている費用と配賦による費用は異なるが、配賦を採用する

のは、正確に製品に実際かかっている費用を算出しようとすると手間がかかりす

ぎるためである。つまり、製品別コストを正確に把握ができないことが配賦基準

の課題である。この点を改善するための会計方法として活動基準原価計算がある。 
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ロジカル・チャート 

与件・問題文 

Ｔ－① 製品の生産はＯＥＭ生産によっている。 

 

 

思考プロセス 

配賦基準による共通費の配賦は一般的な会計処理である。 

Ｄ社は製品の生産はＯＥＭによっていることから、配賦基準として売上高を

採用することは一定の合理性がある。 

しかし、配賦による原価計算の課題は、実際にかかっている費用と配賦によ

る費用は一致しないため、製品別コストを正確に把握できないことにある。 

製品別の原価を正確に把握しようとするならば活動基準原価計算を採用す

る。 

 

 

解答 

ＯＥＭ生産によっているため、売上高を基準に共通費を配賦することは合理性

がある。しかし、配賦による原価計算は製品別コストを正確に把握できない事

が課題である。(76字) 
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第３問（配点30点） 

【問題】 

 Ｄ社は、研究開発を行ってきた男性向けアンチエイジング製品の生産に関わる

設備投資を行うか否かについて検討している。 

 以下の資料に基づいて各設問に答えよ。解答に当たっては、計算途中では端数

処理は行わず、解答の最終段階で万円未満を四捨五入すること。また、計算結果が

マイナスの場合は、△を数値の前に付けること。 

（資料は省略） 

 

（設問１） 

 年間販売量が(1)10,000個の場合と、(2)5,000個の場合の正味現在価値を求め

よ。(1)については、計算過程も示すこと。そのうえで、(3)当該設備投資の正味現

在価値の期待値を計算し、投資の可否について、カッコ内の「ある」か「ない」に

○を付して答えよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅳ テーマ№９ 投資決定 

 

【解説】 

 ＮＰＶによる投資決定の問題である。手順としては、問題に示された条件に則

って、各期のＣＦを算出し、ＮＰＶを求める。注意点は、運転資本の計算と設備投

資の処分価額をＣＦに含めるか否か、5,000個の場合の法人税である。 

 運転資本は、初年度から４年度の各年度残高が示され、５年度末には全額回収

するため、５年度末の残高は「なし」という条件である。つまり、初年度末に運転

資本は増加するためＣＦは減少するが、２年度から４年度までは増減はなく（つ

まり、ＣＦへの影響もない）、５年度末は全額回収するため運転資本は減少するこ

とより、ＣＦは増加することになる。 

 設備投資の処分については、売却するといった明示はされていないが、処分価

額が示されていることより、売却の意思があれば現金化できるということからＣ

Ｆに参入するのが妥当と考える。 

5,000個の場合の法人税については、5000個の場合は税引前利益が赤字である

が、一方でＤ社は将来にわったって黒字を確保することが見込まれているため、

本投資による赤字分は節税効果（キャシュアウトの抑制＝ＣＦの増加）が生じる

ことを考慮する。 
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ロジカル・チャート 

与件・問題文 

問題文より 

・新製品の販売価格は１万円であり、初年度年間販売量は、0.7の確率で10,000

個、0.3の確率で5,000個の販売が予想される。 

・同製品に対する需要は５年間を見込み、２年度から５年度の年間販売量は、初

年度の実績販売量と同数とする。 

・単位当たり変動費は0.4万円であり、毎年度の現金支出を伴う年間固定費は

2,200万円と予想される。 

・正味運転資本の残高 

 

・設備投資額は11,000万円であり、初年度期首に支出される。 

・減価償却は、耐用年数５年で、残存価額をゼロとする定額法による。また、５

年度末の処分価額は取得原価の10％である。 

・法人税等の税率は30％であり、Ｄ社は将来にわたって黒字を確保することが見

込まれている。 
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思考プロセス 

１．10,000個の場合の正味現在価値 

 ・各期のＣＦ 

単位:万円 

 

 

・正味現在価値 

－11,000＋2,520×0.926＋3,320×（0.857+0.794＋0.735）＋4,890×0.681 

≒2,585 

 

２．5,000個の場合の正味現在価値 
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・正味現在価値 

－11,000＋820×0.926＋1,220×（0.857＋0.794＋0.735）＋2,390×0.681≒ 

△5,702 

 

３．当該設備投資の正味現在価値の期待値を計算 

2,585×0.7＋△5,702×0.3＝98.9 

 

 

解答 

(1)2,585万円 

  計算過程 

  設備投資により発生する減価償却費 11,000÷５＝2,200 

 １年度のＣＦ   （10,000－10,000×0.4－2,200－2,200）×0.7＋2,200 

－800＝2,520 

 ２～４年度のＣＦ （10,000－10,000×0.4－2,200－2,200）×0.7＋2,200 

＝3,320 

 ５年度のＣＦ   （10,000－10,000×0.4－2,200－2,200＋1,100）×0.7 

＋2,200＋800＝4,890 

正味現在価値 

－11,000＋2,520×0.926＋3,320×（0.857＋0.794＋0.735）＋4,890×0.681 

≒2,585 

(2)△5,702万円 

(3)99万円  

  ある・ない 
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第３問（配点30点） 

【問題】 

（設問２） 

(1) 初年度末に２年度以降の販売量が10,000個になるか5,000個になるかが明ら

かになると予想される。このとき、設備投資の実行タイミングを１年遅らせる

場合の当該設備投資の正味現在価値はいくらか。計算過程を示して答えよ。１

年遅らせる場合、初年度の固定費は回避可能である。また、２年度期首の正味

運転資本の残高はゼロであり、その後は資料における残高と同様である。なお、

１年遅らせる場合、設備の耐用年数は４年になるが、その残存価額および処分

価額は変化しないものとする。 

(2) 上記(1)の計算結果により、当該設備投資を初年度期首に実行すべきか、２

年度期首に実行すべきかについて、根拠となる数値を示しながら50字以内で説

明せよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅳ テーマ№９ 投資決定 

 

【解説】 

 本問は、１年遅らせる場合に変化する条件「初年度の固定費は回避可能である。

また、２年度期首の正味運転資本の残高はゼロであり、その後は資料における残

高と同様である。なお、１年遅らせる場合、設備の耐用年数は４年になるが、その

残存価額および処分価額は変化しないものとする。」を反映させて、ＣＦを計算す

る。 

 ポイントは、投資も１年遅らせることから、正味現在価値を計算する際、設備投

資額11,000万円も現在価値に引き直す必要があることと、5,000個の場合は正味現

在価値がマイナスであるため、投資しないという意思決定ができるということで

ある。 
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ロジカル・チャート 

与件・問題文 

問題文より 

１年遅らせる場合、初年度の固定費は回避可能である。また、２年度期首の正味

運転資本の残高はゼロであり、その後は資料における残高と同様である。なお、

１年遅らせる場合、設備の耐用年数は４年になるが、その残存価額および処分価

額は変化しないものとする。 

 

 

思考プロセス 

１．10,000個の場合の正味現在価値 

 ・各期のＣＦ 

単位:万円 

 

 

 ・正味現在価値 

 －11,000×0.926＋2685×0.857＋3485×（0.794＋0.735）＋5,055×0.681 

＝886.065 

 ＊設備投資は初年度末に行われるため、設備投資額11,000万円も現在価値に引

き直す。⇒11,000×0.926 
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２．5,000個の場合の正味現在価値 

 

 

 ・正味現在価値 

－11,000×0.926＋985×0.8570＋1,385×(0.794＋0.735)＋2,555×0.681 

≒△5,484.235 

5,000個の場合はＮＰＶがマイナスであるため、投資しない。 

 

３．当該設備投資の正味現在価値の期待値を計算 

886.065×0.7＋０×0.3≒620 

 

 

解答 

(1)620万円 

  計算過程 

①10,000個の場合の正味現在価値 

設備投資により発生する減価償却費 11,000÷４＝2,750 

２年度のＣＦ   （10,000－10,000×0.4－2,200－2,750）×0.7＋2,750 

－800＝2,685 

３～４年度のＣＦ （10,000－10,000×0.4―2,200－2,750）×0.7＋2,750 

＝3,485 



 －106－ 

５年度のＣＦ   （10,000－10,000×0.4－2,200－2,750＋1,100）×0.7＋ 

2,750＋800＝5,055 

正味現在価値 

－11,000×0.926＋2685×0.857＋3485×（0.794＋0.735）＋5,055×0.681 

＝886.065 

② 5000個の場合の正味現在価値 

   ＮＰＶがマイナスであるため、投資しない。 

③ 正味現在価値の期待値 

886.065×0.7＋０×0.3≒620 

(2)正味現在価値の期待値は、初年度投資で99万円、２年度投資で620万円となる

ため、２年度期首に実行すべき。（50字） 
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第４問（配点20点） 

【問題】 

（設問１） 

Ｄ社は、基礎化粧品などの企画・開発・販売に特化しており、ＯＥＭ生産によっ

て委託先に製品の生産を委託している。ＯＥＭ生産の財務的利点について50字以

内で述べよ。 

 

（設問２） 

 Ｄ社が新たな製品分野として男性向けアンチエイジング製品を開発し販売する

ことは、財務的にどのような利点があるかについて50字以内で述べよ。 

 

【基本理論】 

事例Ⅳ その他の論点 

 

【解説】 

 設問１のＯＥＭ生産の財務的利点については、与件文や問題に解答の根拠とな

る情報がないため一次知識を活用して解答する。 

 ＯＥＭ生産では、自社で生産設備を持つ必要がなく、生産に係わる人材を雇用

する必要もない。また、一般的に設備投資には多額の資金が必要となり、その調達

として借入をすれば、支払利息が発生する。自社生産すれば発生する減価償却費、

人件費、支払利息といった固定費を抑制できる。一方、製品は生産委託先から購入

（仕入）する。つまり、減価償却費や労務費、支払利息といった固定費を、製品仕

入の変動費へ転換できるという利点がある。 

設問２の男性向けアンチエイジング製品を開発し販売することによる財務的利

点については、「Ｄ社では、将来の成長を見込んで、当面は人件費等の削減は行わ

ない方針」をとってきたため、利益率が下がっている。この結果、第１問で解答し

たとおり、売上高対販売管理費率は大幅に悪化している。新製品の販売には、削減

していないため余剰となった人員を活用できるため、売上高対販売管理費率の改

善が期待できる。 

また、「当該男性向けアンチエイジング製品は、今までにない画期的な製品」と

あり、付加価値の高い製品であることが推察される。 
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ロジカル・チャート 

与件・問題文 

Ｔ－③ Ｄ社では、将来の成長を見込んで、当面は人件費等の削減は行わない方

針である。 

Ｔ－④ 当該男性向けアンチエイジング製品は、今までにない画期的な製品であ

り、市場の状況が見通せない状況であるため、慎重な検討を要すると考え

ている。 

 

 

思考プロセス 

（設問１） 

 ＯＥＭ生産による財務的利点は以下の通りである。 

・生産設備を自社で持つ必要がない。⇒減価償却費の低減 

・生産に係わる人材を雇用する必要がない。⇒労務費の低減   固定費の抑制 

・設備投資の必要がない。⇒設備資金を借入すれば、支払利息 

が発生。 

・製品は委託先から仕入れる。⇒変動費 

 ⇒固定費を変動費化できる。 

 

（設問２） 

・Ｔ－③より、余剰となっている人材を活用でき、売上高販管費率の改善が期待

できる。 

・Ｔ－④より、成功すれば大幅な利益増加が見込める。 

 

 

解答 

（設問１） 

生産設備の減価償却費や人件費等の固定費を製品仕入による変動費化できる。設

備投資の資金調達も不要である。(50字) 

 

（設問２） 

余剰人材の活用で売上高販管費率の改善や高付加価値商品のため収益性の向上

が期待できる。(42字) 

 


